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鞆町内狭隘路原則
自動車通行禁止と通
行熟練市民等に随
時、通行許可証交付
の円滑化の要件緩
和

道路交通法（昭和
35年法律第105号）
第４条及び第８条
道路交通法施行令
（昭和35年政令第
270号）第６条

 (1)　都道府県公安委員会は、道路における
危険を防止し、その他交通の安全と円滑を
図り、又は交通公害その他の道路の交通に
起因する障害を防止するため必要があると
認めるときは、道路標識等を設置し、及び管
理して、道路における交通の規制をすること
ができる。
 (2)　歩行者又は車両等は、道路標識等に
より通行を禁止されている道路又はその部
分（以下「通行禁止道路」という。）を通行し
てはならない。
 (3)　車両は、警察署長が車庫、空地その他
の当該車両の通常保管するための場所に
出入するため通行禁止道路を通行しなけれ
ばならない等やむを得ない理由があると認
めて許可したときは、通行禁止道路を通行
することができる。

歩行者又は車両等は、道路標
識等によりその通行を禁止され
ている道路又はその部分を通
行してはならない。 警察署長
は、前項の許可をしたときは、許
可証を交付しなければならない
要件緩和を求める。

鞆町内狭隘路を原則自動車通行禁止
とし、地元住民には、常時通行許可証
を発行し、鞆町内狭隘路通行熟練し
た地元出身者や地元商店等への納
入業者等に対して、通行許可を随時、
監視員より通行許可証を交付する。
不正予防の為、監視カメラによる録画
を行う。

提案理由：
鞆の町並みは江戸時代に建設され、歩行者用の通路
が残るが故に、幅員4ｍ前後と狭隘であり、部分的に
2.7ｍと狭くなっており、隅切りが無く曲がれない等の状
況が随所に存在している。その為、地区内交通と通過
交通・観光交通の輻輳により円滑な通行が行われず、
歩行者の安全性も確保されない上、特に救急車や消
防車等の緊急車両の通行が大きな問題となっており、
若者の流失原因にもなっている。
又、市街地は港町特有の坂道が多く、高齢者は日常
生活の移動に苦労している。

代替措置：
そこで、鞆町内狭隘路を道路交通法の道路標識等に
よる原則自動車通行禁止とし、通行許可を鞆町内狭隘
路通行熟練市民等に随時、許可証交付する事により
町内交通を円滑し、又、高齢者福祉に貢献出来ると考
える。

Ｄ

　都道府県公安委員会は、道路における危険を防止
し、交通の安全と円滑を図り、又は交通公害その他
の道路の交通に起因する障害を防止するため、必要
な場合には、通行禁止規制を実施することができる。
　ただし、この場合でも、警察署長がやむを得ない理
由があると認めて許可をしたときは、当該許可を受け
た車両は当該道路を通行することができることとされ
ている。
　よって、提案中の狭隘路において、公安委員会が
必要性を認めた場合は通行禁止規制の実施が可能
で、当該通行禁止道路を通行しなければならないや
むを得ない理由がある場合は、警察署長による通行
許可を受けることも可能であるから、提案の趣旨は現
行法の枠内で満たすことができるものと考える。
　なお、具体的要望については、都道府県警察に相
談されたい。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。
　また、貴庁からの検討要請に対する回答
では、「公安委員会が必要性を認めた場合
は通行禁止規制の実施が可能で、当該通
行禁止道路を通行しなければならないや
むを得ない理由がある場合は、警察署長
による通行許可を受けることも可能であ
る」との回答であったが、法改正を行うこと
により、当該通行許可を住民等が行い、住
民等が許可証を交付することは可能か回
答されたい。
　また、道路交通法第４条第２項では、交
通規制について「対象を限定して行うこと
ができる」と規定しているが、住民等の車
両を除外して通行規制ができるのか回答
されたい。

　今回提案の主旨は、鞆町内狭隘路通行熟
練した地元出身者や地元商店等への納入業
者等に対して、通行許可証を随時、交付する
監視員は警察官ではなく、民間ボランティア
の方々を予定しているが、現行法の枠内で対
応可能と解して良いか確認したい。

Ｃ

通行禁止規制は、道路における危険を防止し、交通の安全と円
滑を図り、又は交通公害その他の道路の交通に起因する障害を
防止するために実施されるものであり、その違反には罰則を課
し、取締りにより実効性を担保しているところ、通行禁止規制の一
部解除というべき当該道路の通行許可を住民等が行う場合に
は、罰則及び取締りによって規制の実効性を確保することは困難
となり、通行禁止規制の意義を喪失させてしまいかねず、道路の
安全確保の観点からみても問題がある。
なお、「住民等の車両」が何を指しているのか不明であるが、道路
交通法第４条第２項にいう「対象」は、交通規制の対象を意味し、
その範囲が明確であり、社会生活において客観的な識別が可能
なものであることを要すると解されているところであり、このような
条件が整っていれば、一定の車両を除外した形で交通規制をす
ることは可能と考えられる。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度検
討し回答されたい。

　鞆町内狭隘路を原則自動車通行禁
止規制の目的は、正しく現状の狭隘
路における危険を防止し、交通の安
全と円滑を図り、又は交通公害その
他の道路交通に起因する障害を防止
する事である。通行許可を駐車監視
員に準じた交通監視員で行う為、新
規制度を創設して頂きたい。地元住
民や地元商店等への納入業者等に
対しては、事前申請による常時通行
許可証を発行し、狭隘路通行に熟練
した地元出身者には、免許証の本籍
地を地元出身である事を確認後、臨
時通行許可証を随時監視員より交付
する。不正予防の為、監視カメラによ
る録画を行う。原則通行禁止規制
は、6時～22時迄とする。通行禁止中
の通過交通は、県道251号線を通過
させる事で対応可能。

1032020 個人 警察庁

010020
サッカーロード特区
道路標示の要件の
緩和

道路交通法（昭和
35年法律第105号）
第76条

　道路交通法第76条第１項には、「何人も、
信号機若しくは道路標識等又はこれらに類
似する工作物若しくは物件をみだりに設置し
てはならない。」と規定され、同条第２項に
「何人も、信号機又は道路標識等の効用を
妨げるような工作物又は物件を設置しては
ならない。」と規定されている。

現行法で規定されている道路標
示について、道路管理者と公安
委員会との協議において安全
が確保できると判断された場合
には、道路管理者がサッカー
ボールのデザインを道路上に設
置できるものとする。

　サッカーボールの模様を市内道路
上に設置することにより、「サッカーの
まち藤枝」への幼いころからの愛着と
誇りを醸成するとともに、訪問者への
サッカーのまちのＰＲを図る。具体的
には、サッカーボールの模様（白ペイ
ントとアスファルトの黒）を取り込んだ
デザインとし、スクランブル交差点の
真ん中等にサッカーボールの模様を
描く。

提案理由
　これまで道路標示については、安全への配慮から視
認性を考慮し、全国一律の規定となっており、地域間
で違いがなかった。しかし、地方分権時代となり、本年
７月２６日の警察庁からの通達（法定外表示等の設置
指針について）においても「地域性」を勘案し、「まちづ
くり計画等との整合性」を図る旨定められている。本市
のシンボルともいえるサッカーボールを道路上に描くこ
とにより、「サッカーのまち藤枝」を有効的にＰＲし、地
域活性のための手段として利用する。

Ｄ

　上記道路交通法の規定に反しない限り、道路管理
者が提案のデザインを設置することは可能であると
考える。
　なお、具体的要望については、都道府県警察に相
談されたい。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。
　また、「道路管理者が提案のデザインを
設置することは可能であると考える」とのこ
とだが、実際に提案のようなデザインの設
置が認められた事例があるのか教示され
たい。

　今回の回答の中で、１点目として、「道路交
通法に反しない限り」とあるが、明確な判断基
準がなく､対応に苦慮している。
２点目として、「具体的要望については、都道
府県警察に相談されたい」とのことであるが、
都道府県警察としても、これまでにない新たな
提案なので、判断基準についての通達等がな
されなければ、判断に苦慮するものと思われ
る。道路上に模様を描くこと自体が禁止され
ているわけではないので、可能であるなら、実
現のための判断基準を示していただきたい。

Ｄ

道路交通法第76条第１項には、「何人も、信号機若しくは道路標
識等又はこれらに類似する工作物若しくは物件をみだりに設置し
てはならない。」と規定されており、正当な権原又は正当な理由な
く、信号機又は道路標識等に形状、色彩等が似ている工作物や
物件を設置することが禁じられている。同条第２項には、「何人
も、信号機又は道路標識等の効用を妨げるような工作物又は物
件を設置してはならない。」と規定されており、信号機の信号や道
路標識の表示が見えにくくなったり、その表示する意味内容がわ
かりにくくなるような工作物や物件を設けることが禁じられている。
そして、これらの工作物や物件が類似するか、効用を妨げること
になるかについては、当該工作物や物件の個別具体の状況に照
らして判断されるものである。
なお、当庁において、実際に提案のようなデザインの設置が認め
られた事例があるのか否かについては把握していない。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度検
討し回答されたい。
　また、当該提案にかかるデザインの設置が
道路交通法の規定に抵触しない場合であれ
ば、道路管理者の独自の判断で設置したとし
ても、県警に禁止する法令上の権限はないと
理解してよいか回答されたい。

　道路上にサッカーボールの模様を
描くことについて、道路交通法第７６
条第１項及び第２項に基づき、交差
点の信号や横断歩道の周辺など、道
路標識等と類似する又はその効用を
妨げる場合には禁止されることは理
解したが、県警に相談したところ、同
規定に抵触しない場合であっても、
「交通安全上妨げになると考える」と
の意見であった。この県警の意見は
法令上の根拠はないと理解してよい
か。また、根拠がないとすれば、この
ような裁量的な指導がなされることに
ついてどのように考えるか。警察庁と
しての見解を伺いたい。
また、通行の危険性という点から判断
するに、駅前のローターリーなどにお
けるタクシー乗り場やバス乗り場な
ど、特定の車両が利用する道路上に
サッカーボールの模様を描く場合は、
周知も容易であり、危険性もほとんど
ないと考えるがいかがか、ご教示願
いたい。

1090020 藤枝市
警察庁

国土交通省

010030
美しい日本のまちづ
くりカーシェアリング
特区

自動車の保管場所
の確保等に関する
法律（昭和37年法
律第145号）第３条

　自動車の保有者は、道路上の場所以外の
場所において、当該自動車の保管場所（車
庫、空き地その他自動車を通常保管するた
めの場所をいう。）を確保しなければならな
い。

カーシェアリング車輛の保管場
所証明書の発行の認可主体に
関しての不明確さはカーシェアリ
ング全国展開に大きな障害と
なっている。カーシェアリング車
輛は無人ステーションに常に所
在し、近隣特定会員が使用、返
却、保管する事から「自動車の
本拠の位置」に該当、単なる「保
管場所」ではない。保管場所証
明申請者の住所が遠距離にあ
ろうと、全国のカーシェアリング
ステーションを「使用の本拠の
位置」と認可頂きたいのが、本
措置の具体的内容である。

① カーシェアリングの全国展開普及
は、日本の交通環境、まちづくりに大
きな社会的効果がある。
② 内閣府構造改革特区推進本部第4
次提案「環境に優しいレンタカー型
カーシェアリング特区」内に於いて、車
庫証明の弾力的認可を提示している
が、実現していない。

なお、本事業提案内容には別様があ
る。

①現状の保管場所証明許可手続きにの判断基準が模
糊曖昧であり、カーシェアリングの全国展開に大きな支
障となっている。
②現実に車庫証明を提出し、管轄警察署の判断を得
られないケースが存在する。
③内閣府構造改革特区推進本部第4次提案「環境に
やさしいレンタカー型カーシェアリング特区」の全国展
開認可は、かえって同提案に内包された車庫証明の
不明確さを如実に露呈される結果を生じた。
④【国土交通省各運輸支局旅客課がカーシェアリング
事業者毎に審査、受理、認定作業を行っており、この
カーシェアリング許可証写しをもって、認可するという
方式を提案する。
⑤弊害発生防止の措置として、車庫証明申請を提出
する際、自動車の管理責任者、及び責任主体事業者
も明確に記載させた「理由書」を添付させる。
なお、本事業提案内容には別様がある。

Ｄ

自動車の使用の本拠の位置の認定は、自動車を運
行の用に供する拠点として使用し、かつ、自動車を管
理するという実態を備えているか否かを個別具体的
な事情に照らして判断するものである。
なお、具体的要望については、都道府県警察に相談
されたい。
また、事例として、自動車の集中管理センターにおい
て通信衛星等を利用した情報通信技術により、保有
しているすべての自動車の現在位置、充電状態、整
備状態等を把握し、かつ、すべての自動車のドアロッ
クの設定・解除や、運転者に対するカーナビゲーショ
ン装置を通じたメッセージの発信等を遠隔地から行う
ことができるシステムを備えているため、直接的に人
手により行うのと同等の水準で自動車の使用の管理
等を行うことができる事業者について、その無人の車
両ステーションを使用の本拠の位置として認めている
ものがある。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。
　また以下のことについて回答されたい。
　①カーシェアリング事業のために活動し
ている財団等に対する平成１７年度の行
政評価局による調査によれば、「無人ス
テーションを使用の本拠の位置として認め
る条件についての明確化及び緩和が望ま
しい」との結果が出ていることなどからも、
当該事業を円滑に行うための明確な通達
を再度発出する必要があるのではない
か。
　②提案者が事業を行ううえで支障をきた
しているということについて、提案者から貴
庁に対して直接相談できるような場を設け
ることは可能か。
　③実態として、各所轄の警察署の判断を
得られないケースがあるのであれば、定期
的に行われている道路交通法に係る全国
会議等の場で、議題として当該事業に関
する説明をする必要があると考えるが如
何。

　カーシェアリング車輛の自動車の本拠の位
置は、まさに「自動車を運行の用に供する拠
点として使用」される。また、提案理由に記し
たが、「自動車を管理する」為の様々なシステ
ム装置を車載、集中管理センターでリアルタ
イムに把握、さらには現地では特定の責任者
を指定し厳格な管理体制を有するものであ
り、「使用の本拠の位置」としてステーションを
認定されたい。
　また、「具体的要望については、都道府県警
に相談されたい。」とあるが、各所に於いて見
解の相違、混乱が生じているのが現状であ
る。速やかに都道府県警に統一された条件
下でのカーシェアリングステーションを使用の
本拠の位置として認定するという通達を都道
府県警、さらには各警察署へ流していただき
たい。また一部地域に於いてカーシェアリング
ステーションを「使用の本拠の位置」として認
定されたケースを紹介されておられるが、まさ
に、これらの条件等下で、全国的な統一認定
基準を警察庁として作成されたい。国土交通
省に於いては既にカーシェアリングステーショ
ンをレンタカー営業所として認定されており、
併記付帯した条件下に、速やかに認定、通達
を希望するものであります。

Ｄ

平成15年10月15日付けの通達により自動車の保管場所証明等
事務に係る「自動車の使用の本拠の位置」の解釈基準について
は、既に必要な内容を示している。
なお、使用の本拠の位置であるか否かについては、所要の施設
や体制を有するか否かの確認等、個別具体的に判断する必要が
あるので、具体的要望については都道府県警察に相談されたい。
また、当庁に相談すべき事項があれば相談されたい。

1104010

ウインド・
カー株式会
社、シーイー
ブイシェアリ
ング株式会
社、東海求
人サービス
株式会社、
株式会社マ
ツダレンタ
カー、日本
カーシェアリ
ングネット
ワーク有限
責任事業組
合

警察庁
国土交通省

010040
電動トラムの車道走
行許可

　　道路法（昭和27
年法律第180号）第
47条の２第１項
　　道路運送車両の
保安基準（昭和26
年運輸省令第67
号）第55条第１項
    道路交通法（昭
和35年法律第105
号）第59条第２項、
第62条

  道路管理者は、車両の構造又は車両に積載す
る貨物が特殊であるため、やむを得ないと認める
ときは、車両制限令による禁止若しくは制限にか
かわらず、当該車両を通行させようとする者の申
請に基づいて、通行経路、通行時間等について、
道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止す
るため必要な条件を附して、車両制限令に規定
する限度を超える車両の通行を許可することがで
きる。また、地方運輸局長は、車両の構造により
若しくはその使用形態が特殊であることにより保
安上支障がないと認定したときは、当該車両につ
いて、道路運送車両の保安基準を緩和すること
ができる。また、自動車の牽引制限について、道
路交通法第５９条第２項は「牽引する自動車の前
端から牽引される車両の後端までの長さが２５
メートルを超えることとなるときは、牽引をしては
ならない」と規定しており、同項ただし書で「公安
委員会が当該自動車について、道路を指定し、
又は時間を限って牽引の許可をしたときは、この
限りでない」としている。

・電動トラム（車検済み牽引車＋
車検基準に達しない被牽引客
車で構成されるダブルストレー
ラー）の道交法上の道路走行を
可能とする。
・デザイン上達しない基準は窓
ガラスが無いこと、ウィンカーが
無いこと、ドアが簡易であるこ
と、バリアフリーなど事業用バス
としての基準である。

・顧客湧出点及び各商業地間を繋ぐ
電動トラムにより街全体の回遊性を高
め、活性化する。
・北谷町内特定エリアにおいて、商
業・観光エリア内車道で電動トラムを、
乗客から料金を徴収して走行させる。
・車両例は添付資料2の海外事例を参
照。

・欧米の先進諸国に見られるように、リゾート・商業地
では回遊性を高めるために移動をスムーズにすること
が重要である。
・また、デザイン的にも楽しさや、気軽に乗ってみたくな
るようなデザイン上の工夫が、利用意欲を高めるため
に重要である。
・駐車場を集中・分散し、駐車場と各観光要素間を巡
回することで交通負荷を抑え、環境にやさしい街づくり
を目指す。

Ｄ

　 御提案の電動トラムが車両制限令や道路運送車
両の保安基準等の規定を超える車両である場合、道
路管理者や地方運輸局長に個別にその使用の申請
を行い、許可等を得る必要がある。また、御提案のよ
うな電動トラムについて全長が25メートルを超えたと
しても、公安委員会の許可を得られれば、道路走行
も可能である。
　 なお、具体的要望については、都道府県警察に相
談されたい。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。
　また、貴庁からの検討要請に対する回答
では、「電動トラムについて全長が25メート
ルを超えたとしても、公安委員会の許可を
得られれば、道路走行も可能である」との
回答だが、以下のことについて明確に回答
されたい。
①「全長が25メートルを超えたとしても、公
安委員会の許可が得られれば」とは、具体
的にどういう場合をいうのか。
②当該電動トラムが車両制限令や道路運
送車両の保安基準等の規定内の車両で、
全長が25メートル以下の場合は、公安委
員会の許可を得ることなく道路走行するこ
とが可能であると理解して良いか。

　現実的な問題として、提案車両の恒常的な
走行を認可している例は無く、地方での判断
は困難である。まずは、国で車道走行の許可
を前提に許可条件を具体的に提示していただ
きたい。期間限定のイベントとして車道ではな
く、敷地内で走行した例はあるが、歩行者の
安全対策上は車道を走行させるべきと考え
る。また、繁閑に合わせて、運行経路及び停
留所の位置を変えるなど、弾力的な運用を図
りたいと考えている。国で基準を提示していた
だかないと地方では判断できないし、許可も
得られない。

Ｄ

道路交通法第59条第２項では、２台を超える車両の牽引及び25
メートルを超える牽引について一般的に禁止し、公安委員会が道
路を指定し、又は時間を限って許可した場合に限り、２台を超える
車両の牽引及び25メートルを超える牽引を認めることとしている。
牽引の許可として警察庁ではモデル審査基準を示しており、当該
申請に係る許可対象行為が道路を指定し、又は時間を限ったこと
により、車両の構造が、
（１）当該許可申請に基づく牽引行為をして運転する場合におい
て、道路交通に関する法令に違反しないこと
（２）（１）のほか、制動能力や操作性の低下等に起因する運転上
の危険が生ずるおそれがないこと
という基準を満たし、かつ、道路及び交通の状況に関して、出発
地から目的地までの道路に、幅員が狭く右左折が困難な場所が
ある場合や、交通の頻繁な場所がある場合等において、当該車
両が通行することによって通行道路及び周辺道路の交通流を阻
害し、又は他の道路利用者に対して危害を及ぼすなど道路交通
の安全と円滑に支障を及ぼすおそれがないことという基準を満た
すこととなると認めるときは許可をすることができるとされている。
また、御要望の電動トラムが車両制限令や道路運送車両の保安
基準等の規定内の車両であり、２台を超える車両の牽引を行わ
ず、かつ、全長が25メートル以下であれば、公安委員会の許可を
得ることなく道路走行することも可能であると考える。
なお、具体的要望については都道府県警察に相談されたい。

1062020
北谷町、
ユーデック株
式会社

警察庁
国土交通省

010050
緊急自動車の指定
要件の緩和

道路交通法（昭和
35年法律第105号）
第39条第１項
道路交通法施行令
（昭和35年政令第
270号）第13条第１
項第１号の２

　 国、都道府県、市町村等が傷病者の緊急
搬送のために使用する救急用自動車のう
ち、傷病者の緊急搬送のために必要な特別
の構造又は装置を有するものについては、
都道府県公安委員会に届け出た場合、緊急
自動車として運転することができることとさ
れている。

消防機関以外の自治体の行う
緊急を要する傷病者の搬送業
務において使用する車両を緊急
自動車として指定し、業務に利
用可能とする。

　道路交通法施行令第13条第1号の2
では、市町村が傷病者の緊急搬送の
ために使用する緊急用自動車となっ
ている。一方、消防機関が行う救急業
務は、高度な専門知識や技術が要求
されていることから、消防法で一定の
資格を有する消防吏員による救急隊
員3人で当ることとされている。
　今回の提案は、消防法に規定する
救急隊員と同等以上の資格を有する
消防職員OB又は看護師を含む3人体
制による緊急患者搬送業務で使用す
る車両である。また対象地域を限定し
た事業であり、走行範囲が限定され、
緊急走行の付与による交通の安全と
円滑を阻害する要因とはなりえない。

　今回の事業の実施対象地域は、救急車両でも市内
中心部より約40～50km・約1時間余りかかる山間地域
で、道路環境も悪く、比較的交通量は少ないものの、
大型トラック等走行の際にはさらに時間を要し、救急業
務は容易ではない。こうした地域からの搬送時間を短
縮させるために、消防機関による出張所に替わる、市
独自で行う緊急を要する傷病者等の搬送事業所を対
象地区の中心部におき、24時間体制で住民の要請に
基づき救急搬送車両を運行する計画である。過去、搬
送時間を短縮するために住民自ら救急車を要請後、
出合うところまで自家用車で患者を搬送したケースも
あったが、高齢化によりそれも容易ではなくなってい
る。こうした事態をなくし、救命率の向上を目指すに
は、緊急走行は不可欠である。赤色回転灯及びサイレ
ンを鳴らすことにより、周囲に緊急搬送中であることを
促し、安全に患者を搬送することができる。

Ｄ

御提案に係る傷病者の搬送が「緊急搬送」に該当す
るか否かは関係機関における検討を踏まえて判断す
べきであり、また、使用する自動車が救急用自動車
であるのか、その構造等も明確でないが、市町村が
傷病者の緊急搬送のために使用する救急用自動車
については、傷病者の緊急搬送のために必要な特別
の構造又は装置を有するものであれば、道路交通法
施行令第13条第１項第１号の２に該当し、都道府県
公安委員会に届け出た場合、緊急自動車として運転
することができることとされている。
なお、具体的要望については、都道府県警察に相談
されたい。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。
　また、貴庁からの検討要請に対する回答
では、「御提案に係る傷病者の搬送が「緊
急搬送」に該当するか否かは関係機関に
おける検討を踏まえて判断すべき」とのこ
とであるが、なぜ、関係機関による検討が
必要なのか。また、必要であるとした場合、
具体的になにを検討するのか、また、その
検討結果を誰が判断するのかを明確に回
答されたい。

　今回の事業に使用する車両については、現
在消防機関で使用している救急自動車を活
用する計画であり、構造上は問題ないと思わ
れる。そこで、貴庁の回答にある「緊急搬送」
に該当するか否かを関係機関の検討を踏ま
えてとあるが、関係機関とはどういった機関を
指すのかご教示願いたい。

Ｄ

前回回答においては、消防機関以外の自治体の行う緊急を要す
る傷病者の搬送業務が「緊急搬送」と言えるかどうかについて
は、実態を把握している関係省庁の意見を参考にするべきという
趣旨を示したところである。
なお、前回回答のとおり、市町村が傷病者の緊急搬送のために
使用する救急用自動車については、傷病者の緊急搬送のために
必要な特別の構造又は装置を有するものであれば、道路交通法
施行令第13条第１項第１号の２に該当し、都道府県公安委員会
に届け出た場合、緊急自動車として運転することができることとさ
れていることから、個別の要望については、届出に係る自動車の
構造、運用の方法等を具体的に示して都道府県警察に相談され
たい。

　貴庁からの再検討要請に対する回答によ
れば、「個別の要望については、届出に係る
自動車の構造、運用の方法等を具体的に示
して都道府県警察に相談されたい。」とのこと
であったが、消防機関以外の自治体が傷病
者の搬送業務のために使用する救急用自動
車について緊急自動車としての指定を申請
する上で都道府県警察に示すべき「自動車
の構造、運用の方法等」を具体的に列記され
たい。
　また、消防庁からの再検討要請に対する回
答では、このような業務について「消防機関
以外の者による傷病者の搬送を禁止する規
定はないが、・・・消防機関の救急隊以外の
者により行われる傷病者の搬送は救急業務
とはいえない。」とされているが、このような業
務を行う救急用自動車を都道府県警察が緊
急自動車として指定することについて、法令
上の問題はないと考えてよいか。仮に問題
があるとすれば、その理由は何か。以上につ
いて回答されたい。

今回提案した事業の具体的内容は、
①消防機関が１１９番通報を受けたも
ので自治体が救急搬送業務を行う地
域については、消防機関が救急車を
出動させるとともに、消防機関が自治
体による救急搬送業務を依頼する
②自治体による救急搬送業務は、通
信員１名を事業所に残しつつ、消防
職員OB又は看護師である職員２名
が現場に出動する
③現場に出動した職員は、医師と連
絡を取りつつ、救急車への乗り継ぎま
での救急搬送業務を行う
④当該職員は、救急隊員の行う応急
処置等の基準の範囲内で応急手当
を行う
等が主な事業内容であるが、上記①
から④の業務を行う救急用自動車を
都道府県警察が緊急自動車として指
定することについて、法律等の問題
はないと考えてよろしいのか回答して
いただきたい。
また、もし問題があるとした場合は、
その理由をご教示願いたい。

1070020 日田市
警察庁
総務省
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具体的事業を実現す
るために必要な措置

(事項名)
該当法令等 制度の現状 提案の具体的内容 具体的事業の実施内容 提案理由

措置
の分
類

措置
の内
容

各府省庁からの提案に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見
「措置の
分類」の
見直し

「措置の
内容」の
見直し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見
提案事項
管理番号

提案主体名
制度の所
管・関係官
庁

010060
自転車タクシーの歩
道走行の容認

　　道路交通法（昭
和35年法律第105
号）第４条、第17条
第１項、第17条の
２、第63条の４
    道路交通法施行
令（昭和35年政令
第270号）第１条の２
    道路交通法施行
規則（昭和35年総
理府令第60号）第９
条の２

　  自転車は軽車両であることから、車道の左側
端に沿って通行することとなる（道路交通法第２
条第１項第11号、第17条第１項及び第４項並びに
第18条第１項）が、車体の大きさ及び車体の構造
が次の基準を満たす「普通自転車」は、これにか
かわらず、道路標識等により通行することができ
ることとされている歩道を通行することができる。
    一  車体の大きさは、次に掲げる長さ及び幅を
超えないこと。
      イ  長さ  百九十センチメートル
      ロ  幅  六十センチメートル
    二  車体の構造は、次に掲げるものであるこ
と。
      イ  側車を付していないこと。
      ロ  一の運転者席以外の乗車装置（幼児用
座席を除く。）を備えていないこと。
      ハ  制動装置が走行中容易に操作できる位
置にあること。
      ニ  歩行者に危害を及ぼすおそれがある鋭
利な突出部がないこと。

現在、歩道を走行できるのは、
歩行者（歩行補助車を含む）、
普通自転車だけであるが、地域
の振興のために運行する自転
車タクシーも歩道の走行を可能
とする。

　平成18年10月21日、新快速電車の
京阪神から敦賀への直接乗入れが実
現し、県、市および地元が一体となっ
て、新快速直通化の効果を活かした
まちづくり、誘客促進について取り組
んでいく。
　そこで、愛・地球博により、エコロ
ジーでクリーンな乗り物として、国民に
広く認知されるようになった「自転車タ
クシー」を活用して、中心市街地やそ
の周辺の観光スポットを巡回する手
段を提供することにより、観光スポット
のＰＲ促進はもとより、日本海側初と
なる「自転車タクシー」を観光の目玉と
して、誘客を促進し、中心市街地の活
性化を図る。

【提案理由】
　中心市街地の活性化に当たっては、店の前を人々が
歩いたり、自転車で通行することが効果的と言われて
いる。運行速度が最高で15km/hとゆっくりと走行する
自転車タクシーについても、店の前を運行することで中
心市街地の活性化に資するものと思われる。しかしな
がら、自転車タクシーは、現行法上「軽車両」と分類さ
れ、道路交通法第17条第1項により歩道の通行が認め
られていない。このため、本特例措置により、自転車タ
クシーの歩道通行を可能とし、中心市街地の活性化を
図りたい。

【代替措置】
　法第63条の4のように、自転車タクシーについても、
公安委員会により歩道の通行を可能とする道路標識
を設置できるようにする。または、法７７条第１項のよう
に運行車両、運行地区、運行形態等を含め所轄警察
署長の許可を得ることとし、所轄警察署長はその目的
を損なわない範囲で条件を付することができることとす
る。

Ｃ

    自転車は軽車両であることから、原則として車道
を通行すべきであるところ、上記の大きさ及び構造を
満たす自転車について、
    ①  徐行すること。
    ②  歩行者の通行を妨げることとなるときは、一時
停止しなければならないこと。
  という歩行者の通行を妨げないための義務を課した
上で、例外的に、道路標識等により通行することがで
きることとされている歩道を通行することを認めてい
るところである。このことから、大きさ及び構造の基準
を満たさない自転車を普通自転車とし、歩道を通行さ
せることは、歩行者の安全な通行を妨げることとな
り、認められない。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。
　また、現在の歩道に縁石線やさくなどを
施すことにより、自転車タクシーと歩行者
の通行する道路を切り分け、それぞれ認
められる最低限の幅員を確保できれば、
貴庁のいう「歩行者の安全な通行を妨げる
こと」については回避することができ、当該
自転車タクシーを走行させるこが可能であ
ると考えるが如何。
　また、当該自転車タクシーと歩行者の通
行する道路を切り分ける手段として、白線
や植栽などは可能であるか回答されたい。

　自転車タクシーを普通自転車として認めて
いただく必要はなく、普通自転車とは別に、歩
行者の安全を妨げないために運転者が守る
べき義務を明示した上で、歩道を通行できる
車両の区分を新たに定義していただきたい。
　また、道路構造令による自転車歩行車道の
幅員が４ｍの場合、その考え方として、歩行
者、車椅子がすれ違えるための幅員として２
ｍ、自転車がすれ違える幅員として２ｍとして
いる。
　回答にある「歩行者の安全な通行の妨げ
る」とは、具体的にどのようなものか、普通自
転車と歩行者の混在を認めている現状を踏ま
え、自転車タクシーが歩行者と混在できない
理由とあわせて示されたい。

Ｃ

御提案の内容について、当庁としては、前回回答のとおり、交通
事故防止を再優先に考えており、普通自転車よりも長さ・幅が大
きく、それに応じて車両挙動が大きくなる自転車タクシーについて
は、交通安全確保の観点から当該自転車の歩道通行は認められ
ない。
道路交通法上の自転車道は、縁石線又はさくその他これに類す
る工作物によって区画された車道の部分となっており、自転車タ
クシーの通行も可能とされているところであり、交通安全の観点
からはこのような自転車道を設け歩道と自転車道の分離を図るこ
とが望ましい。
なお、白線により道路を切り分けただけでは、道路交通法の自転
車道には相当しない。植栽により道路を切り分けた場合は、設置
する植栽の状況等により判断される。

1074010

福井県、敦
賀市、自転
車タクシー利
活用推進協
議会、福井
県健康バイ
コロジー推
進協議会

警察庁

010070
原動機付自転車の
法定速度を上げる

　　道路交通法（昭
和35年法律第105
号）第22条第１項
　　道路交通法施行
令（昭和35年政令
第270号）第11条

　道路標識等により最高速度が指定されて
いない場合、原動機付自転車が高速自動車
国道の本線車道以外の道路を通行する場
合の最高速度は、30キロメートル毎時とされ
ている。

原動機付自転車の法定速度を
時速３０キロから時速６０キロに
する

自動車から原動機付自転車への乗り
換えを促し交通渋滞の解消を図る

①単に道路が四輪の自動車で渋滞するなら、小型の
原動機付自転車にしたら渋滞が解消するのではない
か？②狭い道で後続の四輪の自動車に迷惑を掛けな
い様に四輪と同じ速度で運転すると違反でつかまるこ
とがあるのでは困るから。③制限速度時速６０キロの
二段階右折禁止の道路で現在の法定速度時速３０キ
ロで右折をしようとすると、低速すぎて、危険。④交通
渋滞が少なくなれば、バス等の公共交通機関の運用
がやりやすくなり、より交通渋滞がなくなるのではない
か。原動機付自転車の制限速度を上げることにより、
事故の発生が懸念されるが、原動機付自転車、自動
車免許取得時の実技講習、車両の方には、車両に時
速何キロに対応、安定性等表示、現在使用中の車両
は広告等でユーザーに伝えることにより事故防止を防
ぐ。原動機付自転車なら道路の痛みも四輪の車より少
ないと考えられる

Ｃ

　平成17年中の交通事故の発生状況から、原動機付
自転車の危険認知速度が30キロメートル毎時を超え
る交通事故の死亡事故率が2.0％と、30キロメートル
毎時以下の死亡事故率である0.7％を約３倍も上回る
結果が出ており、原動機付自転車の法定速度を引き
上げることについては、交通の安全の観点から認め
られない。
　　また、原動機付自転車に関しては、「国民に気軽
に乗れる二輪車」という意義の下、その運転免許を取
得するのに技能試験を要しないこととし、法定速度も
30キロメートル毎時としたものであり、その意義は現
在でも変わっておらず、法定速度を引き上げることは
できない。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。

　原動機付自転車の危険認知速度の死亡事
故率の2.0ﾊﾟｰｾﾝﾄと0.7ﾊﾟｰｾﾝﾄの違いがよくわ
からない。実際他の交通があるところで原動
機付自転車が時速３０キロ以下ではしってい
ることは、ないのでは？原動機付自転車の法
定速度が決まった頃と交通状況も変わり法定
速度の見直しの時期ではないのか。そしてな
により、原動機付自転車の二段階右折禁止
の道路で他の交通が時速６０キロのところで
原動機付自転車が時速３０キロの速度で右
折するのはかなり時速６０キロで右折するより
危険だと思います。

Ｃ

前回回答のとおり。
なお、原動機付自転車の危険認知速度の死亡事故率の2.0％と
0.7％の違いが理解できないとの御指摘であるが、これは原動機
付自転車が30キロメートル毎時を超える速度で危険を認知した交
通事故の死亡事故率が、30キロメートル毎時以下の速度で危険
を認知した交通事故の死亡事故率を約３倍も上回るという意味で
ある。また、道路交通法第34条第２項により、自動車は交差点を
右折する際に徐行することを義務付けられているため、御指摘の
ような右折時の危険は生じない。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度検
討し回答されたい。

　二段階右折禁止の車線が多い交差
点で原動機付自転車が右折しようと
する時、原動機付自転車が、他の交
通が時速６０キロで直進等をしている
所を、右折のウインカーを出して、右
折の他の交通と合流させるため、そ
の時速３０キロで、時速６０キロで他
の交通が流れている所を横断させる
のは、時速６０キロで、行うより危険だ
と思いますが。

1100010 個人 警察庁

010080
セグウェイの自転車
専用道路の利用につ
いて

道路交通法（昭和
35年法律第105号）
第２条第１項、第17
条

　　道路交通法第１７条第１項の規定によ
り、車両は車道を通行することが原則であ
る。
　　また、同条第３項の規定により、二輪又
は三輪以外の自転車（側車付きのもの及び
他の車両を牽引しているものを除く。）以外
の車両は、自転車道を通行してはならない
こととされている。

独特な仕様から現状の道路交
通法では、そのまま公道で乗る
ことが不可能なセグウェイを自
転車専用道路に限って利用を
可能とし、自然環境や住環境に
良い街づくりを推進させる。
なお、自動車専用道において、
利用が認められないのであれ
ば、自転車同様、セグウェイ専
用道路の整備を推し進めていた
だきたい。

セグウェイは最高速度で20km/hと
なっており、一般的な自転車と同程度
の運行速度であることから、歩行者な
どが通行する部分と構造的に分離さ
れている自転車専用道路での利用を
可能とする。
これにより、環境にやさしい新たな街
づくりが可能になるとともに当該地域
の観光客の増加にもつながると考え
る。

最高速度などの機能面から判断して、セグウェイは自
転車以上に危険性を有する乗り物ではない。
このことから、自動車や歩行者と混在しない自転車専
用道路においてセグウェイを利用しても、特段の危険
性は生じないと考える。
また、セグウェイを購入するには、自賠責保険への加
入、及び運転教習が必須となっていることから、必要な
安全性は担保されていると考える。

Ｃ

　　御提案の「セグウェイ」については、道路運送車両
法上、原動機の定格出力の大小に応じて、自動車又
は原動機付自転車に当たり、したがって、車両及びそ
の搭乗者の安全のみならず、車外にいる歩行者、自
転車利用者等の生命、身体の安全確保の観点から
定められた道路運送車両法に基づく技術基準に適合
するものでなければ、歩道、車道を問わず、そもそも
道路を通行することはできない。
　　また、道路交通法上、「セグウェイ」は、原動機の
定格出力の大小に応じて、自動車又は原動機付自転
車に当たり、その性能や形状、重量から、自転車利
用者と衝突した場合、死亡、負傷又は後遺障害という
重大な被害をもたらす危険性は高く、自転車利用者
の安全を図る観点から自転車専用道路の通行を認
めることはできない。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。

　「その性能や形状、重量から自転車利用者
と衝突した場合、死亡、負傷又は後遺障害と
いう重大な被害をもたらす危険性は高く」とい
う文ですが、どう判断して、そういうことを言っ
てるのか理由がわかりません。セグウェイが
非常に危険な乗り物と決めつけてるだけのよ
うに見えますが。少なくとも実際に死者が出た
とかそういう話は聞いたことがありません。自
転車で死者とか良く聞きますけど。その理由
で自転車がＯＫでセグウェイがダメな理由に
はならないと思います。公道で乗れる海外が
非常識でおかしいのでしょうか？

Ｃ

前回回答したとおり、我が国においては、道路運送車両法に基づ
く技術基準に適合するものでなければ、我が国の公道を通行する
ことはできないと承知している。
また、道路交通法上の自転車道においては、二輪又は三輪の自
転車以外の車両は通行することはできず、自転車利用者の安全
を図る趣旨から、自動車又は原動機付き自転車に相当するセグ
ウェイを自転車道で通行させることはできない。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度検
討し回答されたい。

　規制緩和無くして公道での走行は
無理です。これでは、卵が先か鶏が
先かという話と同じです。すでに、歩
道・車道・自転車道、すべてで規制緩
和を拒否されております。警察庁は
来年の通常国会で自転車の歩道走
行などについて道路交通法の改正案
を提出すると報道されてます。今回、
初めの提案にセグウェイ専用道という
枠組みを法律で定めていただきたい
と記載しました。もしかしたら特区とは
別になってしまうかもしれませんが、
セグウェイ専用道を道路交通法で定
めるかの是非を国会で審議するよう
上記の改正案に組み込んで頂きた
い。

1117010
1stSegwayJ
P

警察庁
国土交通省

010090
2種運転免許制度の
要件緩和

道路交通法（昭和
35年法律第105号）
第86条第１項等

旅客自動車を旅客自動車運送事業に係る
旅客を運送する目的で運転しようとする者
は、第二種免許を受けなければならない。

自動車で旅客自動車であるもの
を旅客自動車運送事業に係る
旅客を運送する目的で運転しよ
うとする者は、当該自動車の種
類に応じ、それぞれ第2種免許
を受けなければならない要件緩
和を求める。

鞆町郊外の観光客用駐車場より鞆町
内への移動手段と地元高齢者の町内
移動手段して、鞆町内狭隘路の自動
車運転に熟練した市民による旅客自
動車運転を簡単な適正検査と講習に
よって地域限定2種運転免許取得を
可能とする。

提案理由：
鞆の町並みは江戸時代に建設され、歩行者用の通路
が残るが故に、幅員4ｍ前後と狭隘であり、部分的に
2.7ｍと狭くなっており、隅切りが無く曲がれない等の状
況が随所に存在している。その為、地区内交通と通過
交通・観光交通の輻輳により円滑な通行が行われず、
歩行者の安全性も確保されない上、特に救急車や消
防車等の緊急車両の通行が大きな問題となっており、
若者の流失原因にもなっている。又、市街地は港町特
有の坂道が多く、高齢者は日常生活の移動に苦労して
いる。

代替措置：
そこで、観光客や地元高齢者住民の移動手段の一つ
として、鞆町内狭隘路の自動車運転に熟練した市民に
よる旅客自動車の公道運行を実現する為に、道路交
通法の旅客自動車運転を地域限定で2種運転免許制
度の要件緩和により、町内交通円滑化と高齢者福祉
に貢献出来ると考える。

Ｃ

　　平成17年中の、事業用乗用自動車が第１当事者
となった交通事故件数が、自動車等１万台当たり
836.3件と全自動車等の96.7件に比べ約９倍となって
おり、死亡事故件数についても、1.96件と全自動車等
の0.67件の約３倍となっている状況であることから、
第二種免許の取得要件の緩和は、道路交通の安全
の観点から認められない。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。
　また、以下のことについて回答されたい。
　①　自動車運転に熟練した市民で構成さ
れる団体（ＮＰＯ等）が自動車教習所を設
置することは可能か。
　②　①が可能であるとした場合、当該自
動車教習所が届出自動車教習所が行う教
習の過程の指定に関する規則第１条第９
項の普通第二種免許に係る教習の課程に
係る指定の基準を満たせば、同規則同条
第１項に基づく指定を行うことが可能か。
　③　②が可能であり、当該自動車教習所
が指定を受けた場合、当該自動車教習所
が行う当該免許に係る教習の課程を終了
した場合、道路交通法第９０条の２第１項
第４号に定める講習の免除を受けることが
可能となると考えてよいか。

　2種運転免許制度の要件緩和は、道路交通
安全の観点から認められないとの回答です
が、今回同時提案している「鞆町内狭隘路原
則自動車通行禁止と通行熟練市民等に随
時、通行許可証交付の円滑化の要件緩和」
により鞆町内狭隘路を原則自動車通行禁止
が可能となれば、町内自動車交通量の大幅
削減が可能であり、又通行車両運転者は町
内狭隘路熟練者のみとなる。そして鞆町内道
路は狭隘であるが故にスピードを出す事は不
可能である為、交通事故や死亡事故はより一
層抑制出来ると考えられる。それと同時に停
留所は臨機応変の循環乗合バス、タクシーを
住民主体で運営させる事により、持続可能な
高齢者生活支援、並びに緊急車両の円滑な
通行が可能となる。

Ｃ

第二種免許の取得に関しては、業として、有償で他人の生命を
預って輸送する目的で運転するために必要な要件が定められて
いるため、第二種免許の取得要件の緩和は、道路交通の安全の
観点から認められない。
なお、他人の需要に応じ、有償で、自動車を使用して旅客を運送
する事業を経営をしようとする者については、道路運送法上、国
土交通大臣の許可を受けなければならないものと承知している。
再検討要請中①については、可能である。
再検討要請中②については、当該自動車教習所が指定を受ける
のではなく、当該自動車教習所が行う教習の課程が公安委員会
により指定を受けることは可能である。
再検討要請中③については、可能である。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度検
討し回答されたい。

　本提案の主旨は、業として他人を輸
送する事ではなく、少子高齢化と過疎
化をしている地方では、公共交通機
関の維持不可能の状況であり、補足
資料の状況を打開し、高齢者生活支
援と観光客の持続可能な交通手段の
創立と緊急車両の円滑な通行が目的
である。同時提案の「鞆町内狭隘路
原則自動車通行禁止と通行熟練市
民等に随時、通行許可証交付の円滑
化の要件緩和」の実施により狭隘路
を原則自動車通行禁止が可能となれ
ば、町内自動車交通量の大幅削減が
可能であり、運転者は狭隘路熟練者
のみとなる。狭隘であるが故にスピー
ドを出す事は不可能である為、交通
事故や死亡事故はより一層抑制出来
ると考えられる。又無償であれば問題
が無いか確認したい。

1032010 個人 警察庁

010100

公共交通機関未整
備（撤退）地域におけ
る高校生（中学卒業
以上）の地域内限定
自動車運転の許可

道路交通法（昭和
35年法律第105号）
第88条第１項

高校生に相当する年齢の者に関する運転
免許の規制としては、普通免許、大型特殊
免許、大型二輪免許及び牽引免許にあって
は18歳に満たない者、普通二輪免許、小型
特殊免許及び原付免許にあっては16歳に
満たない者に対しては、それぞれ免許を与
えないこととされている。

現在公共交通機関が撤退した
地域では高校生の通学に不便
をきたしており、登下校の際は
保護者又は祖父母による送迎
が当たり前となっています。そこ
で、高校生の運転免許の規制を
地域限定で許可することで、登
下校の際の高校生の通学の利
便性を向上させます。

　新潟県妙高市の関山・新井間（県道
262号・97号）では現在関山新井間の
直通バスが運行されておらず、高校
生や住民の方は自動車免許がない場
合、公共交通機関の利用ができず、
特に高校生は登下校の際は不便を強
いられております。そこで、高校生が
車両を利用できる範囲を限定範囲の
中で許可し、登下校等の際の利便性
を向上させます。また、実現すること
で高校生が年配者の方への車両を利
用した送迎も可能となり、年配者の利
便性も向上します。
実現が困難な場合は、行政がコミュニ
ティバスを発信させるなどの方法を講
じることでも可能と考えます。

　新潟県妙高市の関山・新井間（県道262号・97号）で
は現在関山新井間の直通バスが運行されておらず、
高校生や住民の方は自動車免許がない場合、公共交
通機関の利用ができず、特に高校生は登下校の際は
不便を強いられております。そこで、高校生が車両を
利用できる範囲を限定範囲の中で許可し、登下校等の
際の利便性を向上させます。また、実現することで高
校生が年配者の方への車両を利用した送迎も可能と
なり、年配者の利便性も向上します。
実現が困難な場合は、行政がコミュニティバスを発信さ
せるなどの方法を講じることでも可能と考えます。

Ｄ

　　御提案の内容が必ずしも明らかではないが、現行
制度において、高校生であっても、16歳以上であれば
普通二輪免許等を、18歳以上であれば普通免許等を
取得することがそれぞれ可能である。
なお、平成17年中の、若年層（16～19歳）を第１当事
者とする交通事故件数は若年層の免許保有者１万
人当たり273.9件であり、全年齢層の112.9件と比べ約
2.5倍となっていること、死亡事故件数も若年層の免
許保有者１万人当たり2.3件であり、全年齢層の0.8件
と比べ約３倍となっていることから、高校生に相当す
る年齢の者に関し、運転免許取得可能年齢を引き下
げるなど運転免許の規制を緩和することは、道路交
通の安全の観点から認められない。

　貴庁の回答では、「御提案の内容が必ず
しも明らかではないが、現行制度におい
て、高校生であっても、16歳以上であれば
普通二輪免許等を、18歳以上であれば普
通免許等を取得することがそれぞれ可能
である」とのことであるが、提案者は、普通
自動車免許を、現行制度で認められてい
ない15歳以上の高校生であっても、公共
交通のない地域であれば、その地域に
限って普通自動車運転免許の取得を認め
ることを希望するものである。これを踏まえ
たうえで再度検討し回答されたい。

Ｃ

平成17年中の、若年層（18～19歳）を第１当事者とする自家用普
通乗用車及び自家用軽自動車に係る交通事故件数は、若年層
の普通第一種免許を受けている者１万人当たり269.8件であり、全
年齢層の81.9件と比べ約3.3倍となっていること、死亡事故件数も
若年層の普通第一種免許を受けている者１万人当たり2.0件であ
り、全年齢層の0.4件と比べ５倍となっていることから、普通自動車
免許の取得可能年齢を引き下げることは、道路交通の安全の観
点から認められない。

1109050

学校法人国
際総合学
園、国際ホ
テル・ブライ
ダル専門学
校、社団法
人日本
ニュービジネ
ス協議会連
合会

警察庁

010110

『自由気ままに北海
道・台湾国際免許特
区』
北海道エリア内限定
中華民国（台湾）向
け国際運転免許証
の発行

道路交通法（昭和
35年法律第105号）
第107条の２

　　現在、道路交通に関する条約に定める
様式に合致する国際運転免許証又は道路
交通の安全と円滑を図る上で我が国と同等
の水準にあると認められる運転免許制度を
有する国として政令で定めるものが発給し
た運転免許証で日本語による翻訳文が添
付されたもの（以下「外国運転免許証」とい
う。）を所持している者は、我が国の運転免
許を受けないで自動車等を運転することが
できることとされている。

現在、公に国家として認められ
ていない中華民国に対し、北海
道エリア限定で国際運転免許証
を発行し、台湾人の北海道内限
定で自動車の運転を可能にす
る。

今回の提案によってのメリットは、
(1) レンタカー利用の増加
 (2) 台湾人観光客の個人向け商品の
展開
 (3) 観光地だけではなく周辺エリアま
で拡大した経済効果
 (4) 台湾人観光客数の増加
 (5) 外国人観光客が利用しやすい道
路インフラの整備
特にレンタカー業界は現在外国から
の北海道観光客の半数を占める台湾
人観光客に対して新たな商品展開が
可能になる。
また、北海道は閉ざされたエリアであ
り、車を利用して北海道外へ出ること
が出来ないのでエリア限定とすること
が容易である。
添付詳細説明あり

中華民国は現在、公に国家として認められていない地
区となっている。そのためジュネーブ条約に加盟してい
ないので、国際運転免許証を発行する条件に当てはま
らない。
また、ジュネーブ条約に非加盟でもフランス、ドイツの
ように運転技術の確認が行えれば、国際運転免許を
発行しているが、中華民国は未確認である。
添付詳細説明あり

Ｃ

運転免許は、観光等の自動車等を運転する目的や
地域に応じて付与する性質のものではない。
なお、提案内容に類似する要望を台湾当局から受
け、現在、台湾の運転免許制度について調査をして
いるところである。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。
　また、貴庁の回答によれば、台湾の運転
免許制度について調査中とのことである
が、当該調査にかかる検討状況及び今後
の方向性について明確に回答されたい。

　警察庁の回答によれば、「運転免許は、観
光等の自動車等を運転する目的や地域に応
じて付与する性質のものではない。なお、提
案内容に類似する要望を台湾当局から受け、
現在、台湾の運転免許制度について調査をし
ているところである」との回答であり、特に警
察庁の回答で前向きに検討されていると認識
している。しかし、そもそも特区の申請は、運
転免許を目的や地域に応じて対応して頂きた
いとの考えから提案させて頂いたものである
ため、そのことについて再度検討願いたい。
また、以下の２点についても回答願いたい。
①どのような点が問題で発行出来ないものな
のか、具体的に教えていただきたい。
②また、台湾当局からの要請で調査中とある
が具体的なスケジュール等あれば教えていた
だきたい。

Ｃ

北海道で安全に運転することができる者は、我が国の他の地域
で運転することも認められるべきものであることから、運転免許
は、運転する目的や地域に応じて付与する性質のものではない。
なお、調査の結果、台湾の運転免許制度は、我が国と同等の水
準にあると認められたことから、今後、台湾側の相互主義的な対
応や運転免許証への翻訳文の添付等の諸条件について台湾と
協議を行い、まとまれば、所要の制度改正について検討していく
こととしている。

　提案者によれば、「台湾の運転免許制度が
北海道の地域に限らず、全国的に認められ
る場合であっても、当該提案の趣旨は達成さ
れるものである」とのことであった。貴庁から
の再検討要請に対する回答では、「調査の
結果、台湾の運転免許制度は、我が国と同
等の水準にあると認められたことから、今
後、台湾側の相互主義的な対応や運転免許
証への翻訳文の添付等の諸条件について台
湾と協議を行い、まとまれば、所要の制度改
正について検討していく」とのことであり、貴
庁においては、当該提案の趣旨実現に向け
て、前向きな検討がなされていると解釈され
るため、「措置の分類」については、「Ｆ」(提案
の実現に向けて対応を検討）とすることが妥
当である。「措置の分類」について検討した
上で再度回答されたい。

1115010
Windcar株式
会社

警察庁
外務省

010120
バス停標識に添加す
る広告物の緩和

道路交通法（昭和
35年法律第105号）
第77条

道路に石碑、銅像、広告板、アーチその他こ
れらに類する工作物を設けようとする者は、
当該工作物を設置しようとする場所を管轄
する警察署長に申請書を提出し、道路使用
許可を受けなければならない。

通達により、バス停標識に添加
する広告物の取り扱いについ
て、「添加広告等は、原則として
教育、医療及び公共交通機関
等公共性を有するもの、または
それらに準ずる公共性があると
認められるものに限って許可す
るものとする。」と規定されてい
る。そこで、広告収入を得られる
ようにするため、バス停標識の
添加広告に企業広告も認める。

盛岡市は交通渋滞の緩和を目的に、
マイカーからバスへの転換と市内公
共交通の主体であるバスの運行充実
を図るため、国土交通省のオムニバ
スタウン指定を受け、施設整備等の
事業を推進しているが、未だ道半ば
の状態であり、今後も重点的に施策を
展開する計画である。このため、（社）
岩手県バス協会が国庫補助事業で整
備したバスロケーションシステムやバ
ス停上屋等を活用して有料の広告を
添加等行い、当該システムやバス停
上屋等の維持管理費に充当すること
により財務基盤を強化し、バス利用促
進策の更なる充実・強化を図るもので
ある。対象地域はバスロケーションシ
ステムが稼動している盛岡市周辺地
域を想定している。

盛岡市では、国土交通省のオムニバスタウンの指定を
受けてバス利用促進事業を実施し、現在策定中の「盛
岡市総合交通計画」の中でも、公共交通への転換を明
確にしながらバス利用促進策を更に充実・強化する予
定である。こうした状況下でバス事業者は、厳しい経営
環境が続いており、バス空白地帯の拡大も懸念されて
いるため、（社）岩手県バス協会が所有するバスロケー
ションシステムやバス停上屋等の維持管理費の負担
軽減を目的に広告添加し、財務基盤の強化を図れるよ
う規制緩和を提案するものであるが、現状では「根拠
法令」欄記載の規制のため実現が難しい。なお、対象
地域は盛岡市周辺部、対象者は（社）岩手県バス協会
に限定され、なおかつ、広告収入は施設の維持管理費
に充当されることなどから妥当と考える。（別様あり）

Ｄ

　道路に広告板等の工作物を設けようとするものは、
当該場所を管轄する警察署長の道路使用許可を受
けなければならないが、警察署長は、当該許可の申
請に係る行為が道路交通法第77条第２項各号のい
ずれかに該当するときは許可をしなければならないと
されているところである。
　なお、具体的要望については、都道府県警察に相
談されたい。

Ｄ 1034020 盛岡市
警察庁

国土交通省

2　/　5



 01 警察庁（特区第10次　再々検討要請）

管理
コード

具体的事業を実現す
るために必要な措置

(事項名)
該当法令等 制度の現状 提案の具体的内容 具体的事業の実施内容 提案理由

措置
の分
類

措置
の内
容

各府省庁からの提案に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見
「措置の
分類」の
見直し

「措置の
内容」の
見直し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見
提案事項
管理番号

提案主体名
制度の所
管・関係官
庁

010130
バス停上屋に設置さ
れる電光掲示板の企
業広告の表示許可

道路交通法（昭和
35年法律第105号）
第77条

道路に石碑、銅像、広告板、アーチその他こ
れらに類する工作物を設けようとする者は、
当該工作物を設置しようとする場所を管轄
する警察署長に申請書を提出し、道路使用
許可を受けなければならない。

通達により、「バス停上屋に設
置されている電光掲示板に表示
する情報は、バス停留所を利用
するバスの運行状況等に限るも
のとし、広告と認められる情報
は表示しないこと。」とされてい
る。そこで、広告収入を得られる
ようにするため、運行情報表示
部を除くお知らせ表示部（128文
字／回）のみ広告を流すこと認
める。

盛岡市は交通渋滞の緩和を目的に、
マイカーからバスへの転換と市内公
共交通の主体であるバスの運行充実
を図るため、国土交通省のオムニバ
スタウン指定を受け、施設整備等の
事業を推進しているが、未だ道半ば
の状態であり、今後も重点的に施策を
展開する計画である。このため、（社）
岩手県バス協会が国庫補助事業で整
備したバスロケーションシステムやバ
ス停上屋等を活用して有料の広告を
行い、当該システムやバス停上屋等
の維持管理費に充当することにより財
務基盤を強化し、バス利用促進策の
更なる充実・強化を図るものである。
対象地域はバスロケーションシステム
が稼動している盛岡市周辺地域を想
定している。

盛岡市では、国土交通省のオムニバスタウンの指定を
受けてバス利用促進事業を実施し、現在策定中の「盛
岡市総合交通計画」の中でも、公共交通への転換を明
確にしながらバス利用促進策を更に充実・強化する予
定である。こうした状況下でバス事業者は、厳しい経営
環境が続いており、バス空白地帯の拡大も懸念されて
いるため、（社）岩手県バス協会が所有するバスロケー
ションシステムやバス停上屋等の維持管理費の負担
軽減を目的に広告添加し、財務基盤の強化を図れるよ
う規制緩和を提案するものであるが、現状では「根拠
法令」欄記載の規制のため実現が難しい。なお、対象
地域は盛岡市周辺部、対象者は（社）岩手県バス協会
に限定され、なおかつ、広告収入は施設の維持管理費
に充当されることなどから妥当と考える。（別様あり）

Ｄ

　道路に広告板等の工作物を設けようとするものは、
当該場所を管轄する警察署長の道路使用許可を受
けなければならないが、警察署長は、当該許可の申
請に係る行為が道路交通法第77条第２項各号のい
ずれかに該当するときは許可をしなければならないと
されているところである。
　なお、具体的要望については、都道府県警察に相
談されたい。

Ｄ 1034030 盛岡市
警察庁

国土交通省

010140

バス停留所に設置さ
れている既存上屋に
対する広告物の添加
許可

道路交通法（昭和
35年法律第105号）
第77条

道路に石碑、広告板その他これらに類する
工作物を設けようとする者は、当該工作物
を設置しようとする場所を管轄する警察署
長に申請書を提出し、道路使用許可を受け
なければならない。

通達により「バス停留所に設置
される上屋に対する広告物の添
加を認めるのは新規かつ一体
的に整備をする上屋であり、既
設の上屋への添加は認められ
ない」とされている。そこで、ハイ
グレードバス停に設置されてい
る既存の上屋については、広告
物の添加を可能とする。

盛岡市は交通渋滞の緩和を目的に、
マイカーからバスへの転換と市内公
共交通の主体であるバスの運行充実
を図るため、国土交通省のオムニバ
スタウン指定を受け、施設整備等の
事業を推進しているが、未だ道半ば
の状態であり、今後も重点的に施策を
展開する計画である。このため、（社）
岩手県バス協会が国庫補助事業で整
備したバスロケーションシステムやバ
ス停上屋等を活用して有料の広告を
添加等行い、当該システムやバス停
上屋等の維持管理費に充当すること
により財務基盤を強化し、バス利用促
進策の更なる充実・強化を図るもので
ある。対象地域はバスロケーションシ
ステムが稼動している盛岡市周辺地
域を想定している。

盛岡市では、国土交通省のオムニバスタウンの指定を
受けてバス利用促進事業を実施し、現在策定中の「盛
岡市総合交通計画」の中でも、公共交通への転換を明
確にしながらバス利用促進策を更に充実・強化する予
定である。こうした状況下でバス事業者は、厳しい経営
環境が続いており、バス空白地帯の拡大も懸念されて
いるため、（社）岩手県バス協会が所有するバスロケー
ションシステムやバス停上屋等の維持管理費の負担
軽減を目的に広告添加し、財務基盤の強化を図れるよ
う規制緩和を提案するものであるが、現状では「根拠
法令」欄記載の規制のため実現が難しい。なお、対象
地域は盛岡市周辺部、対象者は（社）岩手県バス協会
に限定され、なおかつ、広告収入は施設の維持管理費
に充当されることなどから妥当と考える。（別様あり）

Ｄ

　道路に広告板等の工作物を設けようとするものは、
当該場所を管轄する警察署長の道路使用許可を受
けなければならないが、警察署長は、当該許可の申
請に係る行為が道路交通法第７７条第２項各号のい
ずれかに該当するときは許可をしなければならないと
されているところである。
　なお、具体的要望については、都道府県警察に相
談されたい。

Ｄ 1034040 盛岡市
警察庁

国土交通省

010150
オープンカフェを実施
するための道路占用
許可基準の明確化

道路交通法（昭和
35年法律第105号）
第77条

道路において祭礼行事をし、又はロケーショ
ンをする等一般交通に著しい影響を及ぼす
ような通行の形態若しくは方法により道路を
使用する行為又は道路に人が集まり一般交
通に著しい影響を及ぼすような行為で、公
安委員会が、その土地の道路又は交通の
状況により、道路における危険を防止し、そ
の他交通の安全と円滑を図るため必要と認
めて定めた行為をしようとする者は、所轄警
察署長に申請書を提出し、道路使用許可を
受けなければならない。

・オープンカフェの実施につい
て、地方自治体や地元警察、地
元商工会、地域住民等複数主
体が参加する地域参加型の協
議会を設け協議することにより、
長期間、継続的な実施ができる
ようにする。
・現状、道路法、道路交通法に
オープンカフェは明確には位置
付けられておらず、各許可権者
の判断次第という状況であるた
め、地域の賑わいづくりという観
点から安定・継続的に実施でき
るようどのような形態、どのよう
な物件が認められるのか、基準
を明確にする。

・現在、オープンカフェの実施は社会
実験的に短期間実施されるケースが
多いが、継続的に実施することによ
り、短期的では費用面等でなかなか
取組むことができない店舗の積極的
な参加が期待でき、中心市街地の活
性化につなげる。

国土交通省が「道を活用した地域活動の円滑化のた
めのガイドライン」、警察庁交通局が交通規制課長名
で「イベント等に伴う道路使用許可の取扱いについて」
等を出しているが、基準が明確になっている訳ではな
く、各許可権者に委ねられている状態であり、そもそも
オープンカフェが占用許可のどの基準に合致するの
か、どういった物件までが認められるかも不透明であ
る。また、「道路の敷地外に余地がないためやむを得
ない」場合に認める、というものであり、地域づくりとい
う積極的な観点から認める、という形にはなっていな
い。そこで、基準を明確にし、地域参加型の協議会に
よって協議することを条件とすることにより、地域の賑
わい創出、中心市街地の活性化という観点から積極的
な実施ができるよう提案するものである。

Ｄ

　警察庁では、地域活性化を目的とするイベント等に
伴う道路使用許可手続の円滑化を図るための通達を
発出し、警察が交通管理の観点から助言や情報提供
を行うとともに、地方公共団体、地域住民、道路利用
者、イベント等の実施主体等で構成される協議会を
設けるなど、都道府県警察においてオープンカフェを
含む各種イベント等に伴う道路使用許可手続の円滑
化のため所要の措置を講ずるよう指示しているところ
である。
　なお、道路使用許可の申請については、警察署長
は、申請に係る行為が道路交通法第77条第２項各号
のいずれかに該当するときは許可をしなければなら
ないこととされているところであり、定期的、継続的な
道路使用も排除されるものではない。
　なお、具体的要望については、都道府県警察に相
談されたい。

Ｄ 1085010 個人
警察庁

国土交通省

010160
ストリート・ミュージ
シャンのライセンス制
度

道路交通法（昭和
35年法律第105号）
第77条

道路において祭礼行事をし、又はロケーショ
ンをする等一般交通に著しい影響を及ぼす
ような通行の形態若しくは方法により道路を
使用する行為又は道路に人が集まり一般交
通に著しい影響を及ぼすような行為で、公
安委員会が、その土地の道路又は交通の
状況により、道路における危険を防止し、そ
の他交通の安全と円滑を図るため必要と認
めて定めた行為をしようとする者は、所轄警
察署長に申請書を提出し、道路使用許可を
受けなければならない。

現在、公共の場におけるパ
フォーマンスに関して条例や道
路法などで規制されているの
で、一定の審査を通過したパ
フォーマーにはライセンスを付
与し、公共の場での活動を公認
化する。

オーディションなどで審査し、審査通
過アーティストにはライセンスを与え、
一般の歩道や公共施設、公共の場で
の演奏やパフォーマンスを許可し、料
金徴収や物販なども可能とする。ま
た、著作権使用料は免除する。

「音楽産業都市」の形成に向けて、道路使用や騒音を
巡るトラブルを防ぐだけではなく、町の賑わいを作れ
る。また、ライセンスによりアーティストの実力はハイレ
ベルに保たれる事により地域における芸能文化の発
展にも寄与し、アーティストにとっても音楽やパフォー
マンスで生活できる環境も整えられる。将来的には新
潟県内の音楽関連情報を総合的に収集・発信する活
動の核を目指す。

Ｄ

　警察庁では、通達を発出し、路上パフォーマンスを
含む各種イベント等であって、地域住民や道路利用
者等の合意に基づいて行われるものについては、地
域の活性化に資するという社会的な意義を有する場
合があることから、警察が交通管理の観点から助言
や情報提供を行うとともに、地方公共団体、地域住
民、道路路利用者、イベント等の実施主体等で構成さ
れる協議会を設けるなど、都道府県警察において道
路使用許可手続の円滑化のための所要の措置を講
ずるよう指示しているところであり、これに則した枠組
みを構築することにより、提案の趣旨を満たすことは
可能と考える。
　　なお、具体的要望については、都道府県警察に相
談されたい。

Ｄ 1109140

株式会社 ア
イ・シー・
オー プロ
モーション、
社団法人日
本ニュービジ
ネス協議会
連合会

警察庁
文部科学省

010170
寄港地上陸許可の
要件緩和

現行法で規定されている寄港地
上陸許可を、２ヶ国以上の国・
地域を回る周遊型外航クルー
ズ船による外国人観光客に対し
ても付与可能とする。

　外航クルーズ船による外国人観光
客増大を図ることにより、観光による
港湾の活性化、並びに外貨獲得によ
る地域経済の振興を図る。具体的に
は、中国等、一定の国・地域の旅券所
持者が我が国へ渡航する場合には、
事前に日本政府の在外公館が発給
する査証（ビザ）取得が義務づけられ
ているところ、特例上陸許可による場
合は査証は必要とされていないことか
ら、周遊型外航クルーズ船により沖縄
県の区域で入・出国する外国人観光
客については、特例上陸許可（寄港地
上陸許可）によることができるものとす
る。

　沖縄振興特別措置法に基く沖縄振興計画は「国際的
海洋性リゾート地の形成」の一環として「クルーズ船の
寄港」促進を謳っており、沖縄県及び那覇港管理組合
においてもクルーズ船専用岸壁の整備を推進、クルー
ズ船社や旅行社等への寄港誘致活動を展開している
ところ。一般に周遊型外航クルーズ船の乗客は陸上で
の宿泊もなく、上陸時間もわずか１０時間程度に過ぎな
いにも関わらず、一般の観光客同様に査証取得が義
務づけられていること、及び長時間を要する入国審査
等が寄港誘致の大きな障害となっている。日本本土か
ら隔絶した島嶼県で本土への移動手段もほぼ航空機
に限定されている沖縄の場合、寄港地上陸許可により
外国人乗客の査証取得等にかかる負担を軽減したと
しても、寄港地上陸許可には行動範囲の制限が付され
ることから、効果的に不法滞在等を抑止できると考え
る。

Ｃ

　　平成17年中の来日外国人犯罪の検挙件数が過
去最多を更新するなど、来日外国人犯罪をめぐる情
勢は厳しさを増している。厳しい雇用情勢にもかかわ
らず、就労を目的として来日する外国人は依然として
多く、不法に就労するものも少なくない。その大半は
不法滞在者であるとみられるが、不法就労よりも効率
的に金銭を得る手段として犯罪に手を染める者も多
く、大量の不法滞在者は来日外国人犯罪の温床と
なっていることが指摘されている。我が国は、平成16
年からの５年間で不法滞在者を半減させることを政
府目標としており、これを達成するため、警察では、
入国管理局との合同摘発を積極的に行っているとこ
ろである。
　  提案に係る制度は、当庁の所管するものではない
が、提案の寄港地上陸を周遊型外航クルーズ船によ
る外国人観光客に対しても許可できることとした場
合、これを利用した不法入国が行われるおそれがあ
ることから、治安に与える様々な影響について十分な
考慮がなされ、これに対する所要の措置が講じられ
ない限り、御提案を認めることは妥当ではないと考え
る。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。

　沖縄県に寄港するｸﾙｰｽﾞ船から不法入国が
発生した事案は1件も承知していない。全国
一高い失業率や島嶼性等からｸﾙｰｽﾞ船によ
る不法入国・滞在事案は殆どないと考える。
約550万人の観光客のうち海外はわずか約14
万人にとどまっており、知事選の公約に「ﾉｰﾋﾞ
ｻﾞ特区」が掲げられる等、国際観光の振興は
県経済の自立にとって重要且つ喫緊の課題
となっている。沖縄県としては県警はもとより
関係行政機関と一体となって万全の不法滞
在防止策を講ずることとしている。法務省は
平成11年に「近隣諸国・地域からの沖縄訪問
客の増加に資する」ための出入国管理の緩
和措置を実施しており「地域特性」への配慮を
お願いしたい。（別様有）

Ｃ

御提案の趣旨は、実質的に観光を目的とした者に対して、寄港地
上陸の許可を行うことを想定されていると考えられるが、滞在資
格を悪用して不法滞在・不法就労する者や研修制度等を悪用し
て安価な労働力を確保するために外国人を不法に就労させる者
が存在し、これが温床となって来日外国人による犯罪が多発する
現状において、資金に余裕のある犯罪者等が我が国への不法入
国を企図することや、不法滞在・不法就労をするために資金調達
をする外国人や安価な労働力を確保するために外国人を不法に
就労させることを企図する者の存在が想定される。したがって、治
安に与える様々な影響について十分な考慮がなされ、これに対す
る所要の措置が講じられない限り、御提案を認めることは妥当で
はないと考える。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度検
討し回答されたい。

　本提案を利用して参加する観光客
は、査証取得済の団体観光客に合流
し団体観光団を形成することになると
想定され、指定旅行社は上陸不許可
となることを未然に防止するよう、査
証取得者以上の事前審査を実施する
こととなろう。沖縄における入国審査
については、上陸地到着以前の書類
提出を義務付け、現行と同程度の水
際対策が確保されると思料される。さ
らに島嶼県沖縄の特殊性と「寄港地
上陸許可」に附される行動制限に加
えて、県・市町村等からの添乗員派
遣、入管当局、県警及び観光関連団
体相互間に緊急連絡網を整備する
等、監視体制を強化すること等によ
り、現行以上の実行力の高い不法滞
在防止が可能となる。(別様有）

1018010
沖縄県、那
覇港管理組
合

警察庁
法務省
外務省

010180

北海道の農業分野
における外国人研修
生及び技能実習生
の特例措置

北海道では積雪低温により冬期
間は実地での研修及び技能実
習ができない事情を考慮し、農
業分野の外国人研修生及び技
能実習生については、複数職種
での研修及び技能実習を認め
る。

北海道の露地栽培を対象とした研修
及び技能実習では冬期間は実地での
作業が困難なことから、複数職種での
研修及び技能実習を認める。
具体的には、冬期間は当グループ内
での活動に限り、関連する他職種（食
品加工など）での研修及び技能実習
の実施を認め、生産から加工まで一
貫して学べるようにする。

提案理由：
北海道での露地栽培は積雪等により作業ができないこ
とから、冬期間に他職種での研修を行えるようにする
ことで、地域間の不均衡状態を解消するとともに、農産
物に係る生産から加工・流通まで一貫した研修及び技
能実習を行う体制を構築する。
代替措置：
受け入れた者が失踪などの問題をおこさないよう、対
象者は身元が明らかな者に限り、日本滞在中は当グ
ループで準備する施設へ入居させ、安定した生活を過
ごせるようにする。

Ｄ

　　提案に係る制度は、当庁の所管するものではない
が、研修科目相互に関連があり、適正な研修計画が
策定され、帰国後に同様の業務を行うことが担保され
るのであれば、複数種類の作業の研修を行うことが
できるものと承知している。
　　いずれにせよ、研修制度は、先進国の進んだ技
術・技能や知識を習得させようとする発展途上国等
のニーズに応えるために実施されているものであり、
このようなニーズと関係なく、我が国の研修実施地域
の不均衡解消という観点から研修科目が選択される
ものではないと承知している。

Ｄ 1027010
北武グルー
プ

警察庁
法務省

厚生労働省

010190
留学生アルバイト時
間「２８時間／週」の
廃止

現在規定されている留学生の労
働時間制限（週28時間）を廃止
し、日本人の一般学生と同様に
週40時間労働する機会を得るこ
とにより、働きながら学ぶ留学
生を支援する。

既にまちづくり活動を行っている提案
主体である宇都宮駅東口まちづくり会
社では、福島空港開港、宇都宮駅東
口開発を契機に、特にアジアとの国際
交流実現を宇都宮のまちづくり戦略の
一つとして展開していく方針である。
留学生の受け入れ窓口・運営管理を
行う国際交流センター（仮称）を主体と
して定め、アルバイトの斡旋、地元大
学での受け入れ等の仕組みとあわせ
て規制緩和を行うことにより、向学心
の高い留学目的の学生を選別し、将
来の国際交流のための良質な人材確
保を目指す。具体的には中日文化経
済交流協会と協力し中国の３年制大
学卒業生の日本４年生大学の留学支
援、地域大学への留学生の斡旋等を
想定している。

新聞・テレビ等ではあたかも多くの留学生（特に中国）
が問題を起こすかのように報道されているが、大半の
留学生は日本で先端技術等を熱心に学び母国である
程度の地位を築くとともにその後母国と日本の交流の
要となる人材に育っており、日本の国際化に大きく貢
献している。今後国際交流の活発化が予想される一
方、アジア留学生は裕福層から一般層へ学生の質が
変化しつつあり、一般層では本国以外で比較的学費の
安い日本への留学が大学教育を受ける数少ない機会
となっている。このような状況下での就労時間の制限
は、アジアの先進国である日本が生活に余裕のある留
学生のみを選別し、向学心のある留学生の修学の機
会を制限しているとも言われかねない。確かに就労目
的留学生の受け入れには問題があるため、本提案で
は既に実施されている留学生の支援組織と連携しつつ
規制を緩和することで宇都宮における国際交流を進展
させることを提案している。

Ｃ

　　平成17年中の来日外国人犯罪の検挙件数が過
去最多を更新するなど、来日外国人犯罪をめぐる情
勢は厳しさを増している。厳しい雇用情勢にもかかわ
らず、就労を目的として来日する外国人は依然として
多く、不法に就労するものも少なくない。その大半は
不法滞在者であるとみられるが、不法就労よりも効率
的に金銭を得る手段として犯罪に手を染める者も多
く、大量の不法滞在者は来日外国人犯罪の温床と
なっていることが指摘されている。我が国は、平成16
年からの５年間で不法滞在者を半減させることを政
府目標としており、これを達成するため、警察では、
入国管理局との合同摘発を積極的に行っているとこ
ろである。
　  提案に係る制度は、当庁の所管するものではない
が、提案の留学生の労働時間制限（週28時間）を廃
止し、日本人と同様に週40時間労働を可能とした場
合、学業目的を装った就労目的の入国者が増加する
おそれがあることから、治安に与える様々な影響につ
いて十分な考慮がなされ、これに対する所要の措置
が講じられない限り、御提案を認めることは妥当では
ないと考える。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。

　参考資料にもお示ししましたが、本提案では
提案団体を主体として、中国の大学と日本の
大学の仲介を行う中日文化経済交流協会、
アルバイト先となる地元企業・観光関連産業、
受け入れ先となる周辺大学等での支援を前
提としている。これらの関係者が連携して、優
秀な人材に対して、留学生の学業・アルバイ
ト・日常生活に広範な対応を行うことが可能で
あり、就労目的での留学生の排除は可能であ
ると考えている。

Ｃ

提案の留学生の労働時間制限（週28時間）を廃止し、日本人と同
様に週40時間労働を可能とした場合、アルバイトの支援体制に関
わらず、学業目的を装った就労目的の入国者が増加することが
想定されることから、治安に与える様々な影響について十分な考
慮がなされ、これに対する所要の措置が講じられない限り、御提
案を認めることは妥当ではないと考える。

1057010
宇都宮駅東
口まちづくり
株式会社

警察庁
法務省
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提案事項
管理番号

提案主体名
制度の所
管・関係官
庁

010190
留学生のアルバイト
労働時間の制限緩
和

入管法で在留資格が留学の場
合、アルバイトが出来る時間数
は１週間につき最長２８時間と
制限されている。このため、採用
側が雇い入れを諦めたり、苦学
留学生の生活困窮の一因となっ
ている。ついては実態に合わ
せ、このアルバイト労働時間の
規制を緩和すべきである。

少子高齢化で国内労働者が不足する中、留学生アル
バイトの労働力も重要になってきている。特に留学生
についてはサービス業に従事することが多く、時間規
制によりアルバイト先の選択を狭めている。アルバイト
労働時間の規制を緩和することにより、就労先の選択
が広がると同時に苦学留学生の生活を助けることにな
る。また卒業後も優秀な学生が日本に残り国際化社会
の新たな労働力の担い手となり得る。

Ｃ

　　平成17年中の来日外国人犯罪の検挙件数が過
去最多を更新するなど、来日外国人犯罪をめぐる情
勢は厳しさを増している。厳しい雇用情勢にもかかわ
らず、就労を目的として来日する外国人は依然として
多く、不法に就労するものも少なくない。その大半は
不法滞在者であるとみられるが、不法就労よりも効率
的に金銭を得る手段として犯罪に手を染める者も多
く、大量の不法滞在者は来日外国人犯罪の温床と
なっていることが指摘されている。我が国は、平成16
年からの５年間で不法滞在者を半減させることを政
府目標としており、これを達成するため、警察では、
入国管理局との合同摘発を積極的に行っているとこ
ろである。
　  提案に係る制度は、当庁の所管するものではない
が、提案の留学生の労働時間制限（週28時間）を廃
止し、留学生のアルバイト労働時間の制限を緩和す
ることとした場合、学業目的を装った就労目的の入国
者が増加するおそれがあることから、治安に与える
様々な影響について十分な考慮がなされ、これに対
する所要の措置が講じられない限り、御提案を認め
ることは妥当ではないと考える。

Ｃ 2003010

㈱センサッ
プ、(社）日本
ニュービジネ
ス協議会連
合会

警察庁
法務省

010200

在留外国人の介護
福祉士への養成と国
家資格取得後の老
人介護施設での就労

外国人介護福祉士の研修・就
労の受入れは、１８年９月にフィ
リピンとのＥＰＡにて一部解禁さ
れたのは、周知の事実である。
しかし、今後、介護を必要とする
高齢者は激増し、今回の受入れ
枠では十分とはいえない。
そこで、老人介護施設の整備に
伴い、介護人材を特に必要とし
ている地域には次の規制を緩
和する。留学卒業生などで、日
本に在住する外国人で、一定レ
ベルの語学力と見識を持った者
を介護福祉士として養成し、国
家資格取得後の就労を認める。

外国人留学卒業生の日本での就職率
は、約２０％で、就職したくても就職が
出来ない者が多数いると予想される。
日本語を習熟し、日本文化を知る大
学卒業生に、更に就学・専門学校卒
業生などで且、母国の大学卒業生ま
たは母国の看護師資格を持つ者を介
護福祉士として養成し、就業の機会を
拡げ活用する。横浜市は日本最大規
模の政令市で、高齢人口も急増し、そ
れに伴い介護施設を増設しているが、
介護人材の不足が顕著である。開港
１５０年間近な国際都市として、高齢
社会への対応は待ったなしの必須要
件であり、国際貢献も担いたい。

横浜市では、現在第３期介護保険事業計画に基づき
特別養護老人ホームを急ピッチで整備している。加え
て、有料老人ホームの増設も進んでいる。高齢社会の
進展により高齢者施策はますます重要になるが、介護
分野で働きたい人材は反対に先細りの状況にある。世
界でも高齢化が進む国は多く、特に中国においては、
今後、高齢化の進展は顕著になると考えられる。外国
人留学生などに就労の機会を与えると共に、世界で最
も高齢化の進んだ日本の現状とその先進技術を学ん
でもらい、そこで得た知識や技術を帰国した後に母国
で活用してもらう。一方、急激な整備で人材の確保が
ままならない横浜市内の老人介護施設運営の安定を
図る。

Ｃ

　　平成17年中の来日外国人犯罪の検挙件数が過
去最多を更新するなど、来日外国人犯罪をめぐる情
勢は厳しさを増している。厳しい雇用情勢にもかかわ
らず、就労を目的として来日する外国人は依然として
多く、不法に就労するものも少なくない。その大半は
不法滞在者であるとみられるが、不法就労よりも効率
的に金銭を得る手段として犯罪に手を染める者も多
く、大量の不法滞在者は来日外国人犯罪の温床と
なっていることが指摘されている。我が国は、平成16
年からの５年間で不法滞在者を半減させることを政
府目標としており、これを達成するため、警察では、
入国管理局との合同摘発を積極的に行っているとこ
ろである。
　  提案に係る制度は、当庁の所管するものではない
が、留学卒業生等に対し、介護福祉士の資格を取得
することのみをもって特別な在留資格を認めることと
した場合、当該制度を利用した不法就労が行われる
おそれがあることから、治安に与える様々な影響につ
いて十分な考慮がなされ、これに対する所要の措置
が講じられない限り、御提案を認めることは妥当では
ないと考える。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。

　この留学卒業生等は正式に入国し、数年間
日本で勉学し、且、本人の意志を持ってさらに
勉強して介護福祉士の資格取得を希望する
人材である。　日本での就労を希望し、あるい
はその専門知識・技術を祖国にも役立てたい
と望む者でもある。　不法就労をするとは考え
られない。　また、当面は特区においてのみ
の就労・研修であり、その在留管理は充分に
行き届くものと考える。　問題を起こす第一
が、偽りの卒業証書等で就学・留学入国した
者、との認識で最近中国政府から成績認証
書を入手する制度を発足させたと報道されて
いる。

Ｃ

滞在資格を悪用して不法滞在・不法就労する者や研修制度等を
悪用して安価な労働力を確保するために外国人を不法に就労さ
せる者が存在し、これが温床となって来日外国人による犯罪が多
発する現状において、留学卒業生等に対し、介護福祉士の資格
を取得することのみをもって特別な在留資格を認めることとした場
合、今後、当該制度を利用して不法就労を行うことを企図する者
が入国・在留することが想定される。したがって、治安に与える
様々な影響について十分な考慮がなされ、これに対する所要の
措置が講じられない限り、御提案を認めることは妥当ではないと
考える。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度検
討し回答されたい。

　最新の報道によると、外国人にＩＣ
カードによる登録情報の一元化が図
られる方向という。また、外国人の雇
用状況報告の義務化も近々図られる
と聞く。　この制度発効以前において
も、国籍、在留資格、在留期間、氏
名、生年月日、性別の報告を公共職
業安定所に雇用保険被保険者資格
届、喪失届提出時に行うこととしま
す。　他の必要な提出先があればご
指示下さい。　今回提案の外国人受
け入れ調整機関において、住所の把
握（住居手配の支援予定）、就労・研
修先の老人施設との連携を取り、彼
らとの月一回以上のコンタクト、施設
での勤務状況の把握、緊急連絡網な
どのしっかりとした在留管理システム
を構築します。

1063010

横浜市健康
福祉局、横
浜市福祉事
業経営者
会、日総ニフ
ティ株式会
社、横浜市
社会福祉協
議会、横浜
市福祉サー
ビス協会、
NPOグロー
バル人材育
成協会

警察庁
法務省

厚生労働省

010210

外国人介護従業者
に対し、入学資格を
緩和し、資格取得を
可能とする。

現在民間企業による介護福祉
士養成施設の設立は認められ
ていないが、特区により民間企
業による魅力ある複数の資格
取得と再教育を行う介護専門学
校を設立し、教育と就労の提供
を行う。また、外国人による介護
従業者を国内に定着させるた
め、外国人に対する入学資格を
緩和し、外国人を多く受け入れ、
資格取得を可能とする。

介護従業者は慢性的な不足状態の上
に、質の低下を危惧される状態にあ
り、今後その充足のため、実践に重点
をおいた教育及び常識力豊かな人材
育成を行うため、介護従業希望者、特
に外国人介護従業者に対して介護福
祉士等の資格取得のための専門学校
を民間企業にて運営し、当該施設に
おいて就労場所も同時提供し、彼らの
生活の安定を図る。　又、既資格取得
者に対し、認知症介護の専門家として
再教育を行い、ターミナルケアを含む
認知症介護の発展を目指す。(別紙詳
細添付)

交通の利便性に加え、歴史的文化財も多くある土地で
ありながら、観光面での衰退は著しいものがある。介
護施設運営と同時に民間企業による専門学校設立に
より、就労と勉学両方の場を設け、従来の専門学校で
は不足している教育(外国人介護従業者には日本文
化、慣習を教え、既資格取得者に対してはより専門知
識教育)を行うことにより、介護従業者の充足と同時に
安定した生活の場を提供し、別紙記載の街づくりと合
わせた国際化と地域の活性に結びつけようと考えるも
のである。(別紙詳細添付)

Ｃ

　　平成17年中の来日外国人犯罪の検挙件数が過
去最多を更新するなど、来日外国人犯罪をめぐる情
勢は厳しさを増している。厳しい雇用情勢にもかかわ
らず、就労を目的として来日する外国人は依然として
多く、不法に就労するものも少なくない。その大半は
不法滞在者であるとみられるが、不法就労よりも効率
的に金銭を得る手段として犯罪に手を染める者も多
く、大量の不法滞在者は来日外国人犯罪の温床と
なっていることが指摘されている。我が国は、平成16
年からの５年間で不法滞在者を半減させることを政
府目標としており、これを達成するため、警察では、
入国管理局との合同摘発を積極的に行っているとこ
ろである。
　  提案に係る制度は、当庁の所管するものではない
が、外国人の介護福祉士養成施設への入学資格を
緩和し、従来よりも容易に我が国に入国することがで
きるとした場合、これを利用した不法入国等が行われ
るおそれがあることから、治安に与える様々な影響に
ついて十分な考慮がなされ、これに対する所要の措
置が講じられない限り、御提案を認めることは妥当で
はないと考える。

Ｃ 1076013
ウェルコンサ
ル株式会社

警察庁
厚生労働省

010220
外国人労働者の雇
用基準の緩和

先進生産設備を導入している
ジュエリー工場において、ＩＴ制
御による高度加工工程の前後
処理における労働集約作業に
従事する労働者については、全
体労働者の１割を目処に、外国
人の雇用基準を緩和する。

ＩＴ系設備を年間一定以上投資（例え
ば１千万円以上）しているジュエリー
企業について、生産専門職の外国人
労働者の現在の基準、すなわち「現業
の経験１０年以上」を緩和する。具体
的にはね雇用条件を「現業の経験ま
たは労働研修を２年以上」とする。

①先進的設備投資を国内で積極的に実施し、手作業
との組み合わせにより、これまでにできなかつた高度
な商品作りにチャレンジできる。
②工場の海外移転を回避し、日本人の雇用を継続し、
地域経済の発展に寄与できる。
③設備投資の実施を通して、経済波及効果も期待でき
る。

Ｃ

　　平成17年中の来日外国人犯罪の検挙件数が過
去最多を更新するなど、来日外国人犯罪をめぐる情
勢は厳しさを増している。厳しい雇用情勢にもかかわ
らず、就労を目的として来日する外国人は依然として
多く、不法に就労するものも少なくない。その大半は
不法滞在者であるとみられるが、不法就労よりも効率
的に金銭を得る手段として犯罪に手を染める者も多
く、大量の不法滞在者は来日外国人犯罪の温床と
なっていることが指摘されている。我が国は、平成16
年からの５年間で不法滞在者を半減させることを政
府目標としており、これを達成するため、警察では、
入国管理局との合同摘発を積極的に行っているとこ
ろである。
　  提案に係る制度は、当庁の所管するものではない
が、滞在資格を悪用して不法滞在・不法就労する者
や研修制度等を悪用して安価な労働力を確保するた
めに外国人を不法に就労させる者が存在し、これが
温床となって来日外国人による犯罪が多発する現状
において、治安に与える様々な影響について十分な
考慮がなされ、これに対する所要の措置が講じられ
ない限り、御提案を認めることは妥当ではないと考え
る。

Ｃ 1109150

株式会社 光
彩工芸、社
団法人日本
ニュービジネ
ス協議会

警察庁
法務省

厚生労働省

010230
「技術」の必要経験
年数の緩和

「技術」の必要経験年数10年か
ら4年に緩和する。

「技術」の在留資格に係る基準におい
て要求される実務経験年数を「10年以
上」から「4年以上」に緩和する。

　政府が推進する対日投資の拡大（今後5年間で対
GDP比倍増）という国策方針を踏まえ、ふるくから港を
通じて海外に門戸を開き、国際都市として発展してきた
兵庫・神戸の地域経済の発展及び更なる国際化を図
るため、対日投資にあたり入国が必要な人材の入国
促進を目的としている。
　「技術」の必要経験年数の緩和を行うことにより、対
内投資に係る人材の入国、在留を容易にすることに
よって、より一層の対日投資が促進され、地域経済の
振興に資するため。

Ｃ

　　平成17年中の来日外国人犯罪の検挙件数が過
去最多を更新するなど、来日外国人犯罪をめぐる情
勢は厳しさを増している。厳しい雇用情勢にもかかわ
らず、就労を目的として来日する外国人は依然として
多く、不法に就労するものも少なくない。その大半は
不法滞在者であるとみられるが、不法就労よりも効率
的に金銭を得る手段として犯罪に手を染める者も多
く、大量の不法滞在者は来日外国人犯罪の温床と
なっていることが指摘されている。我が国は、平成16
年からの５年間で不法滞在者を半減させることを政
府目標としており、これを達成するため、警察では、
入国管理局との合同摘発を積極的に行っているとこ
ろである。
　  提案に係る制度は、当庁の所管するものではない
が、滞在資格を悪用して不法滞在・不法就労する者
や研修制度等を悪用して安価な労働力を確保するた
めに外国人を不法に就労させる者が存在し、これが
温床となって来日外国人による犯罪が多発する現状
において、治安に与える様々な影響について十分な
考慮がなされ、これに対する所要の措置が講じられ
ない限り、御提案を認めることは妥当ではないと考え
る。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。

　日本に進出する外資系企業が本国から技
術者を必要とする場合に、10年間の技術経験
を要することは、対日直接投資を促進する観
点から適当ではないと思われる。技術の進歩
が激しい現在において、10年間という期間は
長すぎるとともに、4年間の実務経験により技
術を習得すれば、大学卒と同程度の技術習
得は可能と思われるため、必要経験年数を10
年から4年に緩和するよう提案している。な
お、神戸市においては、昨年度、神戸市国際
化推進大綱を改定するなど、外国人が住み
やすく働きやすい環境づくりを進めている。

Ｃ

滞在資格を悪用して不法滞在・不法就労する者や研修制度等を
悪用して安価な労働力を確保するために外国人を不法に就労さ
せる者が存在し、これが温床となって来日外国人による犯罪が多
発する現状において、対日直接投資を促進する観点からのみで
なく、治安に与える様々な影響についても十分な考慮がなされ、こ
れに対する所要の措置が講じられない限り、御提案を認めること
は妥当ではないと考える。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度検
討し回答されたい。

　兵庫県・神戸市では、外国人が住み
やすく活動しやすい環境整備のため
①外国人の生活情報を掲載した多言
語（１２言語）生活ガイドホームページ
の掲載②外国人共生会議の設置③
外国人モニター（２０カ国・１５０人）の
設置などを行っている。日本の情報
産業等においてIT技術者が不足して
いる中、10年間に満たない実務経験
であっても高い技術力を有しているＩＴ
技術者は、日本企業において十分な
貢献と実績を上げることが出来る。
「技術」をIT技術者に限定し、日本に
おける受入企業が実務経験年数４年
以上の者のうち、技術力を確認の上
身元引受けの確認文書を県市に提
出し就労を担保することにより、必要
経験年数10年の緩和を再提案する。

1110020
兵庫県、神
戸市

警察庁
法務省

010240

留学生の卒業後の
起業活動を「特定活
動」として許容される
活動に追加

留学生の卒業後の起業活動を
「特定活動」として許容される活
動に追加する。

留学生の卒業後の起業活動を「特定
活動」（在留期間上限３年）として許容
される活動に指定する。

　政府が推進する対日投資の拡大（今後5年間で対
GDP比倍増）という国策方針を踏まえ、ふるくから港を
通じて海外に門戸を開き、国際都市として発展してきた
兵庫・神戸の地域経済の発展及び更なる国際化を図
るため、対日投資にあたり入国が必要な人材の入国
促進を目的としている。
　留学生の卒業後の起業活動を「特定活動」として許
容される活動に追加することによって、対内投資に係
る人材の入国、在留を容易にすることによって、一層
の対日投資が促進され、地域経済の振興に資するた
め。

Ｃ

　　平成17年中の来日外国人犯罪の検挙件数が過
去最多を更新するなど、来日外国人犯罪をめぐる情
勢は厳しさを増している。厳しい雇用情勢にもかかわ
らず、就労を目的として来日する外国人は依然として
多く、不法に就労するものも少なくない。その大半は
不法滞在者であるとみられるが、不法就労よりも効率
的に金銭を得る手段として犯罪に手を染める者も多
く、大量の不法滞在者は来日外国人犯罪の温床と
なっていることが指摘されている。我が国は、平成16
年からの５年間で不法滞在者を半減させることを政
府目標としており、これを達成するため、警察では、
入国管理局との合同摘発を積極的に行っているとこ
ろである。
　  提案に係る制度は、当庁の所管するものではない
が、滞在資格を悪用して不法滞在・不法就労する者
や研修制度等を悪用して安価な労働力を確保するた
めに外国人を不法に就労させる者が存在し、これが
温床となって来日外国人による犯罪が多発する現状
において、治安に与える様々な影響について十分な
考慮がなされ、これに対する所要の措置が講じられ
ない限り、御提案を認めることは妥当ではないと考え
る。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度
検討し回答されたい。

　外国人が本邦において、貿易その他の事業
を投資・経営する場合は、事務所及び常勤職
員を確保した上で、「投資・経営」の在留資格
を得ることができる。留学生が卒業したあと起
業する場合は、「投資・経営」の在留資格を得
ることができるが、市場調査・販路開拓・資金
集め・事務所探し等の起業するまでの間の活
動を「特定活動」として許容される活動に追加
するものである。なお、神戸市においては、昨
年度、神戸市国際化推進大綱を改定するな
ど、外国人が住みやすく働きやすい環境づく
りを進めている。

Ｃ

滞在資格を悪用して不法滞在・不法就労する者や研修制度等を
悪用して安価な労働力を確保するために外国人を不法に就労さ
せる者が存在し、これが温床となって来日外国人による犯罪が多
発する現状において、留学生が卒業後、起業をする名目で、市場
調査・販路開拓・資金集め・事務所探し等と行っていることを仮装
して、当該滞在資格を不法滞在・不法就労の抜け道として悪用す
ることが想定される。したがって、治安に与える様々な影響につい
て十分な考慮がなされ、これに対する所要の措置が講じられない
限り、御提案を認めることは妥当ではないと考える。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度検
討し回答されたい。
　また、制度所管省庁において、貴庁が懸念
する治安に与える様々な影響について十分
な考慮がなされ、これに対する所要の措置
が講じられた場合には、貴庁としても提案の
内容を認めるものと理解してよいか。

　兵庫県・神戸市では、外国人が住み
やすく活動しやすい環境整備のため
①外国人の生活情報を掲載した多言
語（１２言語）生活ガイドホームページ
の掲載②外国人共生会議の設置③
外国人モニター（２０カ国・１５０人）の
設置などを行っている。このような中
で、現在は認められていない留学生
の起業活動期間（大学等を卒業後、
法人設立登記までの期間）について、
180日間の在留を認められている卒
業後の就職活動と同様に、在留を認
めるよう再提案する。なお、外国人の
起業を支援するジェトロIBSCが運営
するテンポラリーオフィスが最長100
日間（営業日）使用できることを考慮
しても、180日間が適当であると考え
る。

1110050
兵庫県、神
戸市

警察庁
法務省
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010250

医療事故救済特区
（事故調査委員会の
調査と調整する旨の
規定の創設）

医師法第21条
刑法第211条

医療事故が発生し、患者が死亡した場合、
異状死と認められれば、医師は医師法第21
条の規定に基づき、警察に届け出る。届出
を受けた警察は、検視等を行ない、犯罪性
が認められれば、所要の捜査を行う。その
結果、被疑者に逮捕要件が認められ、必要
性があれば逮捕することとなる。

医療事故発生において、現在の
法律では患者、家族が警察に
訴えた場合、医師は逮捕される
場合がある。医療事故は通常の
犯罪と異なる。そこで事故調査
委員会の判断が出るまで逮捕
などの執行を緩める措置を愛知
県内で求めたい。医療現場では
医療事故は必ず発生する。現状
では突然、医師が逮捕される可
能性があるため、医師は多くの
患者を抱えながらも、突然逮捕
される不安で医療に真摯に集中
出来きず、治療中の患者の生命
をも危険にさらす可能性も危惧
される。そこで事故調査委員会
が結論を出すまで逮捕の執行
を猶予する措置を求める。

愛知県の主要機関メンバーで理事が
構成される日本医学歯学情報機構が
中心となり、適正な医療事故の調査を
行う。その結果を警察に提出し、この
報告書をふまえて審査を行う事によ
り、警察は専門家による詳しい情報を
入手するとともに、いわゆる患者より
の一方的な情報による誤認逮捕を防
ぐことが出来る。さらに医師はその間
に現在治療中の患者への対応等の
手配が可能となる。（詳細別紙）

医療界においては医療の高度化、国民の高齢化によ
り医療事故の多発、また患者の医療不信により警察に
届け出て刑事事件として対応する事例が生じている。
しかも医療を受ける患者は健康状態ではなく医師自身
過労などにより一生懸命従事しているに関わらず、発
生した事故に対して、何故、犯罪として取り扱われなけ
ればならないのか、という思いが強い。現状の刑法に
おいては想定外の状況であると考える。医療事故にお
いては逮捕される前に十分事故調査が専門家らにより
行われ、これを参考にして捜査機関は対応するシステ
ムを政令または省令として目指すための特区において
モデル化を試みる。

Ｃ

　　医療事故が発生した場合において、警察が事故
発生段階から関与していなければ、当該事故が重大
で業務上過失致死罪等で問擬すべきと認められる場
合であっても証拠の収集・保全等の初動捜査を行うこ
とができず、その結果、事件の立件に支障が生じ、被
害者等の刑事司法に対する信頼を損ない、ひいては
治安に影響を及ぼすことになりかねない。
　　このように、犯罪捜査の重要性にかんがみれば、
司法制度は全国一律の公平な制度が確保されてい
ることが必要であり、治安に対する影響及び刑事司
法に対する信頼の点において、本提案は特区になじ
むものではない。

Ｃ 1044010

特定非営利
活動法人 日
本医学歯学
情報機構

警察庁
法務省

厚生労働省

010260

２１世紀のパチンコビ
ジネスモデル。パチ
ンコ営業店内に「貸
玉・貸メダル返却所
を設置」

風俗営業等の規制
及び業務の適正化
等に関する法律（昭
和23年法律第122
号。以下「風営法」と
いう。）第23条第１
項第１号

ぱちんこ営業は、客に遊技球又は遊技メダ
ルを貸し出し、客が遊技球等で遊技をした
結果に応じて客に商品を提供する営業であ
るところ、その営業の形態によっては客の射
幸心を著しくそそるおそれがあるため、風営
法において、ぱちんこ営業を営もうとする者
は、あらかじめ公安委員会の許可を受けな
ければならないこととし、著しく客の射幸心を
そそるおそれのある遊技機の設置を禁止し
ているほか、現金又は有価証券を賞品とし
て提供すること、客に提供した賞品を買い取
ること等を禁止している。

パチンコ営業店内に貸玉・貸メ
ダル返却所の設置を行うことに
より、遊技客に貸出を行った
「玉・メダル」を貯玉・再プレー制
度の実施及びパチンコ営業店
が直接買い戻す。

パチンコ営業店内に「貸玉・貸メダル
返却所」の設置を行い、新しい賞品交
換システムを採用し、「ぱちんこ景品
交換所」帰りの遊技客及び「ぱちんこ
景品交換所」に対する凶悪犯罪ゼロ
を目指す。具体的には、(1)遊技客が
遊技終了時の結果に応じてパチンコ
営業店より賞品の提供を受ける(2)遊
技客が遊技終了時の「玉・メダル」を
パチンコ営業者に預けて、再来店時
に当該遊技球等の返還を受けて遊技
を行う貯玉・再プレー制度の活用(3)
遊技客がパチンコ営業店より貸りた
「玉・メダル」が増えた遊技客に対し、
パチンコ営業店が遊技客の求めに応
じて、風俗営業等の規則及び業務の
適正化等に関する法律施行規則２９
条に定められた、「貸玉・貸メダル」と
同等金額にて安全なパチンコ営業店
内で買戻しを行う。

平成18年上半期の犯罪情勢により、ぱちんこ景品買取
所に対する強盗事件が増加している現状を重く受止め
た上で再度ご提案致します。ﾊﾟﾁﾝｺ営業店は「現金又
は有価証券を賞品として提供すること」が禁止されてい
るために、文献によるところの不明瞭で不健全な三店
方式と呼ばれる換金行為が国民の強い換金需要を満
たす為に行われており、ぱちんこ景品買取所の大半が
人目のつきにくい無防備で安普請な建物の為、それを
狙った凶悪で凄惨な犯罪が毎日のように発生していま
す。これらの犯罪は、ﾊﾟﾁﾝｺ営業店内で遊技客に貸出
を行った「玉・ﾒﾀﾞﾙ」をﾊﾟﾁﾝｺ営業店が直接買い戻す方
式を採用すれば無くなります。そもそもﾊﾟﾁﾝｺは日本最
大の大衆娯楽産業であり、出玉で射幸心が規制されて
おり、例えば競馬・競輪等の公営ｷﾞｬﾝﾌﾞﾙや株式投資
等は自己責任で無制限に投資出来ることを鑑みても、
ﾊﾟﾁﾝｺ産業だけが過剰規制を受けていると言わざるを
得ないのであります。

Ｃ

ぱちんこ営業者が、遊技客の玉又はメダルを現金で
買い戻すことは、ぱちんこ営業に関して現金を賞品と
して提供することと同じことになり、当該営業について
著しく客の射幸心をそそるおそれが生じるとともに、
当該営業が賭博罪に当たる行為を行っているとの評
価を受ける可能性があることから、認められない。

右の提案主体からの意見を踏まえ再度検
討し回答されたい。

　短時間の遊技球獲得上限の規制追加や遊技機
不正対策の義務化などにより、健全性及び射幸性
が担保されているパチンコ業界にあって、貴庁の考
える健全なパチンコ営業とは一体どんなものか具
体例を挙げて分かり易く説明して頂きたい。確かに
パチンコ営業は遊技の結果に応じて賞品を提供す
る営業ではあるものの、賞品上限金額が１万円とさ
れ、限られた範囲ではあるが現金と同様に物品に
交換することが出来る上、国民の大部分が文献に
よるところの３店方式と呼ばれる換金方式を認識し
ており、法律解釈上でも遊技球には現金類似の機
能が加わっているとされる中、一部の地域では賞
品として金地金等の使用やパチンコ営業店で提供
された賞品を遊技客が「ぱちんこ景品買取所」に持
ち込んで換金する行為が、パチンコが普及した直
後から現在まで広く行われている現実を勘案して
も、例えパチンコ営業店が遊技客に貸出した「玉・メ
ダル」を遊技終了時に買戻したとしても、上記の理
由により賭博罪に当たる行為を行っているとの評
価を受ける恐れは無く、またこの方式は現代の時
代にも適応していると思われるのであります。

Ｃ

ぱちんこ営業は、客に遊技球又は遊技メダルを貸し出し、客が遊
技球等で遊技をした結果に応じて客に賞品を提供する営業であ
るところ、その営業の形態によっては客の射幸心を著しくそそるお
それが生じるとともに、当該営業が賭博罪に当たる行為を行って
いるとの評価を受ける危険性があることから、風営法において、
風俗営業と位置付け、所要の規制をしている。
具体的には、ぱちんこ営業を営もうとする者は、あらかじめ都道
府県公安委員会の許可を受けなければならないこととし、著しく客
の射幸心をそそるおそれのある遊技機の設置を禁止している。ま
た、遊技料金、賞品の提供方法及び賞品の価格の最高限度につ
いて規制するほか、営業者が現金等を賞品として提供することや
客に提供した賞品を買い取ることを禁止するなどしている。
この風営法で認められた範囲内で営まれるぱちんこ営業につい
ては、著しく客の射幸心をそそるおそれが生じたり、賭博罪に当た
る行為を行っているとの評価を受けたりすることはなく、健全な営
業として認められるものであると考える。
一方、ぱちんこ営業者が遊技客から遊技球等を買い戻すことは、
ぱちんこ営業に関して現金を賞品として提供することと同じことに
なることから、この範囲を逸脱するものとして、当該営業について
著しく客の射幸心をそそるおそれが生じるとともに、当該営業が
賭博罪に当たる行為を行っているとの評価を受ける危険性があ
ると考えられる。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度検
討し回答されたい。

　警察庁は現在、業界健全化を図る
ために必要な射幸性抑制の取組みを
行っているとのことだが、保通協で認
可された遊技機により、健全性が担
保された遊技機で営業を行っている
パチンコ営業店にあっては、遊技客
が獲得した有償球をパチンコ営業店
が直接買戻す行為が、現在の健全化
を図る取組みに逆行するとは考えら
れない。優先すべきは悪しき慣習で
ある三店方式での換金方式を改善す
ることであり、その結果「ぱちんこ景品
買取所」に対する凶悪犯罪が無くなる
ことが、業界健全化に向け官民をあ
げて早急に取組む必要があると考え
られます。業界健全化の為にも当社
の提案である、パチンコ営業店内に
「貸玉・貸メダル返却所の設置」を行
い「玉・メダル」をパチンコ営業店が直
接買い戻す方式を採用することが、
公明正大なパチンコ経営を行う為に
最良の方法と考えられるのでありま
す。

1120010
株式会社
玉越

警察庁

010270
パチンコ営業店にお
ける賞品提供方法の
見直し

風俗営業等の規制
及び業務の適正化
等に関する法律（昭
和23年法律第122
号。以下「風営法」と
いう。）第19条
風俗営業等の規制
及び業務の適正化
等に関する法律施
行規則（昭和60年
国家公安委員会規
則第１号）第35条第
２項第１号イ及び第
３項

　　ぱちんこ営業は、客に遊技球又は遊技メ
ダルを貸し出し、客が遊技球等で遊技をした
結果に応じて客に賞品を提供する営業であ
るところ、その営業の形態によっては客の射
幸心を著しくそそるおそれがあるため、風営
法において、ぱちんこ営業を営もうとする者
はあらかじめ公安委員会の許可を受けなけ
ればならないとし、賞品については当該遊技
の結果として表示された遊技球等の数量に
対応する金額と等価の物品を提供すること
とするとともに、その価格の最高限度が１万
円を超えないこととするなどの規制をしてい
る。

パチンコ営業店が遊技の結果
に応じて遊技客へ提供する賞品
について、著しく射幸心をそそる
賞品提供と認められない場合に
は、パチンコ営業店の経営裁量
にて自由に景品単価を決めるこ
とが出来る。

パチンコ営業店が仕入れる商品は、タ
イミング等により常に仕入単価が変動
している。ついてはパチンコ営業店の
経営裁量により遊技客へ提供する賞
品は、パチンコ営業店の自由な裁量
価格で提供できるものとし、それによ
り遊技客及びパチンコ営業店が利益
を上げる場合や不利益を被った場合
でも自己責任とする。

警察庁の方針である、賞品としての特殊景品提供率の
低下および、タバコ等の日用品に代表される一般景品
の品揃えおよび提供割合の増加にむけ業界を挙げて
努力を行っているところではあるが、低額賞品であれ
ばある程、仕入価格と賞品提供価格との差がなく、一
般景品の提供を行うことがパチンコ営業者の負担とな
る場合も決して少なくはない。例えばパチンコ営業者の
努力により安価に仕入れた商品を遊技客へ安価で提
供することも含め、今後さらなる賞品の取り揃えのため
にも著しく射幸心を煽ることの無い金額の範囲内及び
方法で、パチンコ営業店の裁量により自由に遊技球等
の数量に対応する金額を決定することが出来ることを
希望します。

Ｃ

　　ぱちんこ営業に係る賞品については、著しく客の
射幸心をそそるおそれが生じないよう、遊技の結果と
して表示された遊技球又は遊技メダルの数量に対応
する金額と等価の物品を提供することとし、市場価格
よりも安価に賞品を提供したりすることができないよう
にしている。また、これと併せて、賞品の価格の最高
限度を１万円を超えないこととし、市場価格において
１万円を超える賞品の提供ができないようにしてい
る。
　　賞品となる物品の価格を営業者が自由に決める
ことができるとすれば、市場価格よりも安価に賞品を
提供することや、市場価格において１万円を超える高
価な物品を賞品として提供することが可能となり、当
該営業について著しく客の射幸心をそそるおそれが
生じることから、認められない。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度検討し
回答されたい。
　また、以下のことについて回答されたい。
　①－１　ぱちんこ営業者が古物営業法の営業
許可を得て、ぱちんこ営業店と同一の建物・敷
地に区画して古物営業店を併設することは可能
か。可能でないとすれば、その理由を明確にさ
れたい。
　①－２　ぱちんこ営業者とは全く関連のない者
が古物営業法の営業許可を得て、ぱちんこ営
業店と同一の建物・敷地に区画して古物営業店
を併設することは可能か。可能でないとすれ
ば、その理由を明確にされたい。
　①－３　古物営業店では、１万円以下の複数
の古物をその合計に等価の１万円超の商品に
交換することは可能であると考えられるが、①
－１又は①－２が可能であるとした場合、ぱち
んこ営業店で提供した１万円以下の複数の賞
品を、併設される古物営業店においてその合計
に等価の１万円超の商品に交換することは可能
か。可能でないとすれば、その理由を明確にさ
れたい。
　②－１　ぱちんこ営業者がぱちんこ営業店内
で小売業を営むことは可能か。また、チケット制
によりぱちんこ営業店内では現金・有価証券を
取り扱わないこととすれば可能か。可能でない
とすれば、その理由を明確にされたい。
　②－２　②－１が可能であるとした場合、１万
円超の商品を、賞品に相当する１万円以下を差
し引いて、現金若しくはチケットにより販売する
ことが可能か。可能でないとすれば、その理由
を明確にされたい。

　パチンコ営業店が遊技客へ賞品として提供
することの出来る価格の最高限度は、現在１
万円を超えないこととされています。これは
「①賭博罪に当たる行為を行っているとの評
価を受けることがない賞品提供である。②遊
技客に対し射幸心を著しくそそるおそれのな
い賞品提供である。」との判断であると思われ
るが、例えばパソコン等のオープン価格に代
表される機器の場合、新製品の発売毎に旧
式タイプの製品の実勢価格が多くの場合安く
なる傾向にあります、賞品提供は一般的な小
売価格とは理解しているものの、時間の経過
とともに遊技者に交換されなかった賞品など
は一般オープン価格との乖離が著しくなる場
合も考えられ、数年前に小売価格１万円だっ
たものが現在千円で売られている場合などは
提供価格を見直す必要があるのかを教えて
頂きたい。また焼酎に代表されるプレミアム商
品に関して、デパート等で抽選により定価で
個人に販売されている商品が、一部の酒販売
店やインターネットを通じて個人間で実に数
倍もの金額で取引されている場合には、パチ
ンコ営業店は一体幾らで提供すべきなのかも
合わせて教えて頂きたい。

Ｃ

数年前には一般の小売店において日常的に１万円で販売されて
いた物品が、現在は日常的に１千円で販売されているという場合
には、賞品となる物品の市場価格は１千円であると判断されるこ
とから、遊技球等と交換する場合の価格についても１千円とする
必要がある。
御質問の「プレミアム商品」なる物品について、抽選で選ばれた者
に限定して販売される場合の価格や、個人間の売買における取
引価格は、当該物品の市場価格と乖離しているおそれがあること
から、いわゆるデパート、スーパーマーケット、コンビニエンススト
ア、ディスカウントストア、酒類販売店等を含む一般の小売店にお
ける日常的な販売価格をもって、その市場価格とするのが適当で
あると考えられる。
①－１及び①－２については、可能である。ただし、御質問の古
物営業所において、ぱちんこ営業に係る賞品の買取りが行われ、
ぱちんこ営業者が当該買取りに関与している場合には、風営法
違反として取締りの対象となる。
①－３について、古物営業所をぱちんこ営業者が営む場合には、
ぱちんこ営業者が、その営業に関し、遊技客に賞品として１万円
を超える物品を提供していると認められることから、風営法違反と
して取締りの対象となる。一方、その古物営業所をぱちんこ営業
者と関係のない第三者が営む場合には、直ちに風営法違反とな
るものではない。ただし、ぱちんこ営業者が直接に賞品の交換を
行うものではない場合においても、ぱちんこ営業者と同一とみなし
得る者がその交換を行う場合については、風営法違反として取締
りの対象となる。
　  ②－１については、物品の販売を行うことは可能である。
②－２については、ぱちんこ営業者が、その営業に関し、遊技客
に賞品として１万円を超える物品を提供していると認められること
から、風営法違反として取締りの対象となる。

　右の提案主体からの意見を踏まえ再度検
討し回答されたい。
　また、貴庁からの再検討要請に対する回答
によれば、パチンコ営業者又は、パチンコ営
業者とは全く関連のない者が古物営業法の
営業許可を得て、パチンコ営業店と同一の建
物・敷地に区画をして古物営業店を併設する
ことについては可能であるとしながらも、当該
古物営業店において「ぱちんこ営業に係る賞
品の買取りが行われ、ぱちんこ営業者が当
該買取りに関与している場合には、風営法違
反として取締りの対象となる。」との回答で
あった。貴庁のいう「関与している場合」と
は、具体的にはどういう場合をいうのか。ま
た、その「関与している」と判断される場合の
明確な基準、具体的な事例を示されたい。

　ある一般的な同一商品の販売に関
して、Ａ県での一般小売価格が８００
円で販売され、他方Ｂ県での一般小
売価格が１，０００円であった場合に
は、パチンコ営業店が遊技の結果に
応じて提供できる賞品の設定価格
を、８００円から１，０００円を超えない
裁量価格にて、自由に遊技客へ賞品
を提供することが出来るかお答えい
ただきたい。これは日常価格的な販
売価格をもって、その市場価格とする
のが適当であるとの考えに基づいて
のご質問であるが、同一商品であっ
ても、デパートの日常的な販売価格と
ディスカウントストアの日常的な販売
価格とでは、概ねディスカウントストア
の日常価格が安価である場合が多
い、こういった場合にもデパートの価
格とディスカウントストアの金額の範
囲内であれば、パチンコ営業店の裁
量価格で賞品提供を行うことが、直ち
に風適法違反となるものではないと
考えられるが如何。これは資本主義
の日本にあって、パチンコ営業店の
経営努力により仕入れた賞品を、パ
チンコ営業店の裁量価格で提供する
ことが、射幸心を著しくそそることには
ならないと思われるからであります。
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